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内容梗概

本論文では，磁界結合型非接触電力伝送システム (WPTS: Wireless power transfer system)の普及を促進する

ために，補償回路に関する専門的な知識を必要としない補償回路設計論を構築する。そのために，実用的制約

を考慮したWPTの電力伝送特性を送受電分割による解析及び，その可視化方法を提案する。さらに，この結

果を利用し，電気自動車 (EV)用WPTSの設計に応用可能な補償回路設計を行う。

論文全体の構成は以下の 7章である。

1章と 2章では，WPT技術の現状と抱える課題を特に補償回路の観点からまとめ，補償回路設計の重要性と

その難易度について入出力制御および，共振条件の有無から整理している。さらに，製品として設計する際に

考慮すべき電源や送受電コイルの電流制約，互換性の課題について述べている。

3章では，WPTSを送電側と受電側に分割して解析する手法，及びその結果の可視化について提案している。

この分割解析により送電側と受電側の補償回路の電力伝送特性を個別に議論できるようになり，考えられる

様々な組み合わせの補償回路を統一的に議論できる。そして，分割解析結果を複素インピーダンス平面上に可

視化することで，実用的な制約条件を含めた補償回路が持つ電力伝送特性の推定が可能になる。これらの可視

化マップを利用することで従来の共振回路とそうでない補償回路のもつ出力電力特性を直感的に把握が可能と

なる。

4章では，3章で求めた可視化マップの持つ有用性を設計に応用できる形で具体化するために，負荷以外の

抵抗を無視した場合の，電力とインピーダンスの関係から円と直線の方程式を導出する。これにより，複数の

円の複合として電力マップを作図でき，そこから電力特性の幾何的特徴を導ける。さらに，各パラメタが変化

したときの電力マップやインピーダンス軌跡の変化について議論する。

5章では，送受電分割解析と幾何的特徴を利用した補償回路の設計を 2つ提案する。

まず，実用的な制約として，電源の電流電圧及び電流位相，送受電コイルの電流を考慮し，これらの制約を

指定されたパラメタ変動範囲に対して満たしつつ定格電力給電可能な補償回路の設計を提案する。送受電分割

解析に基づき，受電回路，送電回路の順に補償回路の設計を行う。提案設計法を用いたシミュレーションに

よって得られた結果から，電流制約と電源力率の間にトレードオフの関係があることを示す。さらに，実際に

電気自動車向けとして開発されたシステムに対して，ここで提案した解析および設計を行うことで本手法の有

用性を確認する。

次に，送受電分割解析と幾何的特徴に基づいて，結合係数変動に対する電力動揺を抑制する補償回路設計を

提案する。この設計では電力設計問題を幾何の問題として再解釈することで煩雑な数式計算を回避している。

共振条件を全く仮定しないことで，先行研究で提案されている手法に比べより高い電力平滑化が達成可能で

ある。

6章では，実際の EV向け静止中給電の標準化規格である SAE J2954を例としてとりあげ提案解析および設

計法を適用する。本規格では異なるシステム間での給電評価が必要であり多くの組み合わせが存在する。そこ

で，提案した送受電分割解析と可視化を利用することで，給電評価結果を分かりやすく提示する。さらに，互

換性が取れていないシステム同士の回路を可視化マップを利用し，幾何的特徴と可視化マップを利用した手動

での補償回路の調整に基づいた給電互換性を担保する回路設計を行う。



ii 内容梗概

7章では，本論文で得られた成果と今後の課題についてまとめる。
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Chapter 1

序論

1.1 背景

1.1.1 非接触給電技術の社会的要請

電動化が進む現代社会において燃料としてのガソリンなどにかわり，電池が重要な役割を果たしている。そ

の結果，電池の容量が機器の性能や利便性に直接的に影響を及ぼしている。そこで，電池容量の限界を超える

ための技術として，非接触給電（Wireless Power Transfer, WPT）技術が注目されている。

WPT技術は，コードでつなぐことなく対象に電力を送る技術全般を指し，現在様々な応用が検討されてい

る。WPTには電力を媒介する種類によりいくつかに分類され，主な方式として，電磁波を介するもの，磁界

を介するもの，電界を介するものの 3つがある。ここに，レーザーを用いた電力伝送を含めることもある。さ

らに，大きくは近傍界と放射界に分けられ，最も一般的な電磁誘導を用いたもの，さらに磁界共鳴 (結合)を用

いたもの，電界共鳴 (結合)を用いたもの，電磁波を用いたものなどが存在する。これらの特徴をまとめた図を

Table 1.1に示す。

応用先によって必要とされる伝送距離や伝送電力が異なるため，目的に適した方式を選択しなければならな

い。例えば，電磁波を用いた方式は伝送距離が非常に長く，古くから研究されてきたため，飛翔体への給電応

用は 1960年代から行われていた [1, 2]。近年では，医療用インプラント機器への給電 [3]や，多量に存在する

センサーが空間内の電磁波から駆動用電力を受電するエナジーハーベスティングの開発が盛んに行われてい

る [4]。一方で，磁界を用いた方式は，伝送距離は１メートル程度だが，伝送可能電力と伝送効率が非常に高い

ため，交通システムへの応用 [5]や，産業用機器など [6]の大電力向けの用途への応用が進んでいる。この分

野では，Qi規格のように小電力向けの規格や，電気自動車向けの国際規格などの整備も進んでいる。

近年では，～100kHz周波数帯の磁界共鳴方式は電磁誘導の特殊ケースとして扱われることが多く [7]，等価

回路も変圧器として記述されることもある [8–10]。

1.1.2 非接触給電技術の交通システムへの応用

非接触給電の交通システムへの応用は注目されている。特に，電磁誘導，磁界共振型とは相性がよいため，

多くの交通システムへの応用研究でこの２つの方式が選ばれている。したがって，以下ではこの２方式ににつ

いて説明する。

小電力応用との相違点

電子機器などの小電力機器向けの非接触給電システムと異なり，交通システムでは非常に大きな電力が必要

となる。例えば，電子機器向けの Qi規格では最大 50W程度であるが，電気自動車向けでは最小電力でも 3kW
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Fig. 1.1: Classification of WPT [11].

である [12]。さらに，鉄道用途では 100kW以上の電力を送る例もある [13]。

このように，伝送電力が大きくなることで顕在化する課題がある。一つには伝送電力が大きくなることで，

電流制限などの熱設計や高電圧などへの対応が重要である。また，漏洩磁界の強度なども大きくなるため，如

何に漏洩磁界を抑制するかも重要となる。

電気自動車応用の現状

非接触給電の電気自動車への応用は非常に盛んに研究されている [14–16]。応用先を大きく分類すると，停

車中の電気自動車への給電 [17–19]と走行中の電気自動車への給電 [20–24]に分けられる。

停車中の給電については，乗用車向けで一部製品化も始まっており [25]，EVバス向けの実証試験も盛んに

行われている [26,27]。一方で，走行中給電については k各国で実証研究が行われ，実用化の前段階にある。し

かし，走行中給電においては技術的課題にとどまらず，いかに収益化にたどり着くかという課題が存在する。

互換性・相互運用性確保の重要性

非接触給電回路では，送受電システムを一つのものとして設計する。しかし，電気自動車での使用場面を想

定すると，公共の場所に設置される充電装置は必ずしも車両側のシステムと同一メーカの作成したものとは限

らないため，利用者の利便性の観点からシステムの設計に関して規格が必要となる。現在中心の企画として検

討されている規格は SAE J2954である [12]。一方で，非接触給電システムは現在も研究の進む分野であるた

め，厳密な定義ではなく，電力伝送特性に注目した技術開発の余地を残した規格定義が必要となる。

1.2 本論文の目的

本論文では，非接触給電システムにおける補償回路の設計を扱う。先行研究における補償回路の設計は共振

条件を前提とするものが一般的であった。これは，共振条件を満たすことで解析が簡単になる上に，出力が定

電圧や定電流特性を持ち，設計に利用しやすいためである。

一方で，共振を前提としているため共振条件からずれた場合の性能の変化が大きく，製造中に発生する補償

素子の設計に精度が要求される。さらに，共振設計では結合係数に対する出力電力の感度が高くなるため，電

源や負荷の制御が必須になる。このような課題を解決するため，共振条件を前提としない補償回路設計が研究

され始めている。しかし，共振条件を前提としない回路設計は回路解析が複雑になるため，検討は限定的な解
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１章 序論

２章 非接触給電における補償回路解析と設計の現状と課題

３章 非接触給電システムの送受電分割による

電力伝送特性の可視化

７章 結論

４章 はしご型補償回路電力伝送特性の

幾何的特徴の直感的表現

５章 送受電分割と可視化に基づく補償回路設計論

６章 SAE J2954 に基づくEV 用静止中非接触給電システムの給電評価と互換性設

幾何学的解釈
＋

送受電分割可視化

見通しよい設計のための
無損失等価回路化

・電圧電流制約を満たし定格電流を送る補償回路設計

・結合変動に対する電力動揺平滑化補償回路設計（実験による簡易検証）

Fig. 1.2: Structure of this thesis.

析にとどまっている。

そこで，本論文では最初に共振条件を満たさない補償回路の新しい解析方法を提案し，その可視化を行う。

これにより，共振条件を満たした補償回路とそうでない補償回路，さらに，異なる補償回路構成をもつシステ

ムを連続的に扱うことができる。その後，実用に即した具体的な制約と利用場面を想定した補償回路の設計方

法を提案する。これらの，電力伝送特性の可視化手法と補償回路設計を組み合わせることで，非接触給電シス

テムの統一的な補償回路設計を可能にすることが本論文の目的である。

1.3 本論文の構成

本論文の構成を Fig. 1.2に示す。

第 2章では，補償回路の解析と設計に関する基本的な項目と，先行研究についてまとめ，課題を整理する。

第 3章では，非接触給電回路を送電側と受電側を分割して解析する方法とその可視化について提案する。こ

の分割解析と可視化手法によって，異なる補償回路構成をもつシステムも同一の枠組みで検討できることを示

す。また，電源やコイルの電流制約を考慮した解析方法についても示す。第 4章では，よく利用されるはしご

型の補償回路のインピーダンスを解析し，代数方程式として表すことで幾何学的特徴を明らかにする。幾何学

的な特徴を明らかにすることで従来の補償回路の設計自由度を比較し，補償回路パラメータと出力特性変化の

関係を視覚的に示す。

第 5章以降では，前章までに求めた回路解析結果を利用した補償回路設計方法について提案する。第 5章で

は，まず，電気自動車向けの規格に準ずる電源や送受電コイルの制約を考慮した補償回路の設計方法を提案す

る。さらに，電源電圧・負荷固定の条件で送受電コイルの位置ずれによる電力変動を抑制する，幾何的特徴に

基づく補償回路設計を提案する。第 6章では，電気自動車向けの非接触給電システムに関する国際規格を例と

して取り上げ，提案した可視化手法による具体的なシステムの解析方法と，互換性を確保しつつ補償回路設計

を行う方法を提案する。

第 7章では，結論として本論文の成果をまとめる。
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Chapter 2

非接触給電における補償回路解析と設計の
現状と課題

2.1 はじめに

この章では，非接触給電システムの基本的な項目と課題についてまとめる。特に，補償回路の設計について

その目的ごとに分類し整理することで，現在の補償回路設計方法と，電力伝送特性の表現方式の不十分な点を

示す。

2.2 磁界結合型非接触電力伝送技術の基礎

2.2.1 非接触給電システムの一般的な構成

非接触給電システムの一般的な構成を Fig. 2.1に示した。

電源

WPTシステムの電源は商用電源を一度直流に整流し，それをインバータにより高周波の交流電圧として出

力する。非接触給電では，補償回路と送受電コイルで多くの損失が発生するため [28]，整流器やインバータは

高効率な変換器でなければならない。そのため，数百 kHz程度の高出力WPTではフルブリッジ型のインバー

タが多く用いられ，より，高周波の電源になると，E級インバータなどが用いられる。さらに，近年では，SiC

や GaNなどワイドバンドギャップ半導体でできた高耐圧・高速スイッチング素子を適用することによる低損

失化 [29–31]や，Zero-voltage-switchingや Zero-current-switching [21, 32, 33]による開発が進みインバータの

変換効率は 95％を超える値が実現している。
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Fig. 2.1: Schematic diagram of whole circuit of general WPT.
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補償回路

一般的に，補償回路はコンデンサやインダクタで構成され，送受電コイルがもつ誘導性リアクタンスを補償

することで電力伝送特性を調整する。補償回路は共振回路とも呼ばれることがある。これは，電源周波数で力

率が１となるように補償回路を設計することから呼ばれる。本論文では共振条件を前提としないため，補償回

路という名称で統一する。

送受電コイル

非接触給電において電力の伝送に関わる最も重要な要素の一つとして送受電コイルがある。送受電コイルの

もつ特性によってシステム全体の電力伝送特性の上限が決まるため送受電コイルの設計は非常に重要な課題で

ある。送受電コイルの設計では，伝送可能距離や伝送効率の上限及び，漏洩磁界の強度や熱上限などの機械的

性能を主に考慮する [34–41]。

整流回路

WPTでは電力を高周波の交流で送るため，負荷で利用するためには，一度整流し電圧や電流の制御を行う必

要がある。整流回路にも様々なタイプが存在し，主に受動素子のみで構成されているものと能動素子を利用し

た構成のものがある。前者は特にダイオード型全波整流器に平滑コンデンサを接続した形式のものが一般的に

用いられる。後者には，様々な構成のものが存在するが，整流器のダイオードの一部をスイッチング素子に変

更したものや [23, 42–44]，整流回路の後段に昇降圧コンバータを接続したもの [45, 46]などが存在する。さら

に，整流器をインバータに置き換えることで，双方向の送受電を行うシステムも研究されている [47, 48]。整

流回路もインバータと同様高効率であることが望まれるため，同期整流 [42,49]に関する検討が行われている。

2.3 電力伝送特性における補償回路設計の重要性

2.3.1 補償回路の役割

WPTにおいて補償回路の役割には大きく次の３つがある。

1. 伝送電力の調整

2. 伝送効率の調整

3. 高調波ノイズの低減

従来の電磁誘導を用いて補償回路を利用しない非接触給電では，送受電コイルの結合が非常に小さい場合に

漏れインダクタンスが大きくなり，伝送電力および効率が低下する。ここに，補償回路を挿入することで電力

伝送特性が改善することが文献 [7]によって示されている。この文献では，送電側の補償回路は伝送電力の調

整に寄与し，受電側の補償回路は伝送効率の調整に寄与することを示している。

また，補償回路が存在する回路は LC共振回路を構成するため，電源が含む校長は成分のうち給電に関与し

ない高調波電流を抑えるフィルタとしての役割も果たしている。

2.3.2 入出力制御の有無と補償回路の自由度と設計目標の関係

補償回路の設計を考える上で，設計の目標および，電源と負荷の制御方式が非常に重要になる。
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Fig. 2.2: 4 basic compensation circuit.

入出力制御に着目した分類

本論文では，電源の制御の有無と負荷の制御の有無をそれぞれ組み合わせた 4つのケースに分けそれぞれの

場合について考える。ただし，ここで電源の制御は，電源電圧や周波数を電力の調整のために変化させること

を意味し，給電の開始・停止などに関わる電圧の立ち上げ制御などは含まない。これらは，WPTの応用される

場面に適したものが選択される。このように，送電側の制御と負荷側の制御の組み合わせによって分類するこ

とができる。

例えば，できるだけ安価なWPT装置を作成する場合，制御装置は極力簡易にしたいため電源電圧や負荷は

ほぼ制御なしに近い状態となる。また，走行中給電などであれば，電源電圧は固定で，負荷を制御することで

電力を安定化させることがある。

変動成分に着目した分類

出力電力を制御する場合，非接触給電システムにおいて変動する要素に対する影響を低減することが目的と

なる。主に位置ずれに伴う結合係数の変化，及び，負荷の変動がある。結合係数の変動には，静止中給電にお

ける給電機会ごとに変わるが，給電中は変化しないものと，走行中給電のように給電中に時間的に変化するも

のがある。さらに，負荷もバッテリの充電量に伴う端子電圧の変動や，モータのように負荷が時間的に変動す

る場合がある。

2.3.3 補償回路の高次化と共振条件の緩和

先行研究では様々な補償回路構成が提案されており，補償素子の値の決め方も複数存在している．ここで

は，補償回路構成として，送受電システムそれぞれで一つずつ補償素子を接続する基本構成，複数接続する高

次構成の２つを考える．また，補償素子の選択方法として共振条件を積極的に利用する場合と，出力特性を重

視し，送受電コイルの漏れインダクタンスを部分的に補償するように素子を選択する場合の 2つを考える．

基本構成＋共振

最も基本的な補償回路の構成は，送受電コイルに単一のコンデンサを直並列に接続するものであり，Fig. 2.2

に示したように 4つの組み合わせが存在する。
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Table 2.1: Values of compensation capacitance of 4 basic topology.

Parameter SS SP PS PP

C1
1
ω2L1

1

ω2
(
L1−

L2
m

L2

) 1
ω2L1

1

ω2
(
L1−

L2
m

L2

)

C2
1
ω2L2

1
ω2L2

1

ω2
(
L2−

L2
m

L1

) 1

ω2
(
L2−

L2
m

L1

)

共振条件での設計では，補償素子の値は送電コイルの自己インダクタンスに共振するように選定されるた

め，Table 2.1で求まる [50]。この式をみると補償素子の値を決定する要素はすべて結合係数や送受電コイルの

インダクタンス及び負荷条件などの回路パラメタによって一意に決まるため，回路設計における自由度は存在

しない。さらに，P回路の場合補償素子の値が負荷や結合係数に依存するため，パラメタが変動するケースに

おいては電力伝送特性が大きく変化する。

そのため，電力特性を調整する必要がある場合，電源電圧や負荷電圧の制御が必要となる。

基本構成＋共振緩和

前述したように，共振条件が与えられると補償回路の設計自由度が存在しない。そこで，共振条件を緩和す

ることで補償回路による電力伝送特性を設計する自由度が得られる。

例えば，S/S回路を共振設計すると出力電力が結合係数の 2乗に反比例するため，電源や負荷を制御せずに

出力電力の変動を抑制するためには共振条件を外すことが有効な手法となる [51, 52]。このとき，回路方程式

にリアクタンス成分が含まれるため電力解析が複雑になる。

高次構成＋共振

Fig. 2.2に示した回路に対して，さらに，補償素子を付加した高次な補償回路も提案されている。このような

高次な補償回路には，Fig. 2.3に示したような LCLや LCC回路が存在する。このような回路の場合，各ルー

プごとに共振条件が与えられる。LCCの場合，共振条件の数に対して補償素子の数のほうが多いため，設計者

が調整可能な設計自由度が 1つ存在する。この自由度を設計目的に応じて適切に調整することで，送受電コイ

ルの設計を変更することなく電力伝送特性を変化させることができる [17, 53–57]。

高次構成＋共振緩和

高次の補償回路であっても共振設計された場合，出力電力は結合係数の 2 乗に比例もしくは反比例する。

LCL回路では設計自由度が増えず，LCC回路は自由度が 1つ増える。このとき，共振条件を更に緩和するこ

とで設計自由度を増やすことができる [17, 21, 22]。

2.3.4 様々な補償回路の組み合わせを持つWPTシステムの給電特性解析

前章で述べたような共振条件が満たされた様々な補償回路の組み合わせをもつ送受電システムの電力特性

は，等価回路を用いたインピーダンス解析や回路方程式を用いた解析 [58–61]，共振条件から導かれる負荷へ

の定電圧または定電流出力特性を持つことを利用した解析 [50, 62–64]によって明らかにされてきた。このよ

うに，電力特性が把握しやすいことから補償回路の共振設計はWPTシステムの基本的な考え方となっている。

一方で，Fig. 2.2に示したように，補償回路には送受電コイルに直列または，並列にコンデンサを挿入する
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Fig. 2.3: High-order compensation circuit.

Series(S)や Parallel(P)のような基本的なもの [46,52,58,59,65–69]から，コンデンサやコイルを直並列に組み

合わせることによって構成される LCLや LCCなどの応用回路構成もある [54,60,61,70–76]。したがって，送

電回路と受電回路ごとに異なる種類の回路構成を用いる場合，別種の回路構成も含めると組み合わせは更に増

え，組み合わせごとに解析をしていると，WPT設計者はどの回路構成を選べばよいかわかりづらくなってし

まう。

そこで，今後民生品として応用される場合に様々な回路同士の組み合わせに対して包括的に解析を行う必要

がある。

2.4 非接触給電システムにおける実用設計

2.4.1 実用的な制約による給電の制限

電気回路は線形であるため，電源電圧を自由に変えることで任意の出力電力が得られる。しかし，　現実に

は電源の持つ定格電圧や定格電流の上限により送電可能な電力には制約が存在する。

補償回路の設計においてこれらの制約を考慮することが重要であり，送受電コイル電流を考慮した設計に取

り組んでいる研究もある。しかし，現状の設計は特定の回路構成に対して個別に取り組まれており，補償回路

設計の枠組みとして十分に整理されていない。

2.4.2 異なる送受電システムの組み合わせの給電特性解析と設計指針

非接触給電システムの補償回路には先述したように様々な種類が存在する。さらに，送電側と受電側それぞ

れに補償回路が使われるため，システムとして組み合わせは非常に大きくなる。

これまでの研究では，送受電側で補償回路の組み合わせを決めた上で議論を行ってきた。しかし，応用先に

よっては送受電システムが必ずしもペアで設計されたものとならない可能性もある。このような場合，規格と

して構成やパラメタの値などを厳密に規定することも可能であるが，技術開発や各社の差別化が難しくなる。

WPTシステムのより広範な普及を促すためには，各社の技術開発の余地を残しなおかつ，利用者の利便性の

観点から異なる会社ごとのシステムでも給電が可能であることが重要である。
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2.5 本論文で取り組む課題の範囲

2.5.1 回路設計の難化

補償回路の選択

前述したように，補償回路には様々な回路構成が存在し，送受電側の組み合わせも複数存在する。このよう

な性質から，利用目的や負荷の性質に合わせて適切な補償回路を選択する必要がある。しかし，WPTの補償

回路にある程度精通しなければ適切な回路を選択できず，WPTの技術を利用したい技術者にとって障壁とな

る可能性がある。

共振条件のない補償回路解析の複雑化

これまでの補償回路解析は共振条件を前提として進められてた。共振条件を仮定することで電力伝送特性の

解析が単純になり，設計が容易になる。

しかし，前述したように共振条件を用いた設計では，設計自由度が限定されるため共振条件を前提としない

補償回路設計が行われている。しかし，共振条件を前提としないことで変数が増加し，回路解析は複雑になる。

さらに，変数が増えることでパラメタのズレに対する感度解析や実用的制約の評価方法が煩雑かつ複雑になる。

2.5.2 異なる送受電システム間の給電評価・設計

異なる送受電システムの給電特性解析の煩雑化

これまでのWPTの給電特性解析では解析対象のシステムに注目した解析方法であり，異なるシステム間で

給電特性を素早く評価し，規格で要求される給電要件を満たすことができるかを判定する方法がない。結果と

して設計者は非常に多くの計算を要求される。

互換性・相互運用性を満たしたシステム設計論の欠如

研究においては送受電システムは必ず一つの組として解析・設計されている。結果として，異なるコイル形

状や補償回路を持つシステム間での給電互換性や相互運用性を評価する方法が研究されてこなかった。しか

し，前述したように実用に供されるとき，特に民生利用などでは送電側と受電側のシステム設計者が同一とは

限らない。そのため，異なるシステム間での給電が可能かどうかを評価する手法が必要である。

2.6 まとめ

　本章では，非接触給電システムの基本的な項目と課題についてまとめた。すなわち，補償回路の設計をそ

の目的ごとに分類し整理した。そして，現在の補償回路設計方法と，電力伝送特性の表現方式の不十分な点を

示した。その結果，第３章以降で取り組むべき課題として，補償回路の選択を容易にすること，共振条件を満

たさない場合でも一般的に解析可能な方法を示すこと,実用上送電側，受電側に多様な構成がありうる中での

互換性・相互運用性を考慮した設計論を導くことの３つを具体的に提示した。
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Chapter 3

非接触給電システムの送受電分割による電
力伝送特性の可視化

3.1 はじめに

この章では，非接触給電システムを送電側と受電側に分けて解析する方法，及び，その解析結果の可視化方

法について提案する。本手法により，従来の補償回路解析よりも直感的かつ視覚的にシステムの持つ電力伝送

特性を把握できる。

3.2 非接触給電回路の線形化

非接触給電回路の電力伝送特性を可視化するために，回路を複素インピーダンスとして解析するため，回路

の線形化を行う。一般的な非接触給電回路は Fig.3.1に示した構成をとる。この構成のうち，補償回路及び，送

受電コイルに関してはほぼ線形回路とみなすことができる。厳密には，送受電コイルに強磁性体が用いられて

いる場合，送受電コイルのインダクタンスは飽和の影響で電流に対して非線形性を持つ。しかし，その影響は

僅かなものに過ぎないため，以下の解析では定常状態での電力伝送特性に注目し，磁束の飽和が起きない領域

での使用を想定すし，インダクタンスを電流に対して線形なものとして扱っている。

一方，直流電圧を高周波の交流電圧に変換する DC/AC 変換器部分および，高周波交流電力を整流し直流

電圧に変換する AC/DC 変換器部分は非線形な特性をもつ。例えば，伝送電力の大きな用途において DC/AC

変換にはフルブリッジ型のインバータが用いられることが多くその電圧波形は基本的に方形波となる。また，

AC/DC変換には受動素子のみで構成されたダイオード型全波整流回路や，能動素子を利用した整流回路など

が用いられる。このような非線形部分の電圧/電流波形においては電源周波数以外の成分が含まれてしまうた

め，回路を複素インピーダンスとして解析することは原則として不可能となる。

したがって，WPT回路の解析において基本波成分のみに注目することで，これらの部分を線形化し，イン

ピーダンス解析を容易にする方法を説明する。

3.2.1 インバータの基本波近似

前述の通り，多くのインバータの出力電圧波形は方形波となる。インバータの入力直流電圧を VDC とした場

合に，入力電圧の基本波周波数成分の大きさは次の式で求められる。

Vin =
2
√

2
π

VDC (3.1)
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Fig. 3.1: Schematic diagram of WPT system.
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Fig. 3.2: Equivalent circuit of diode full-bridge rectifier and its typical waveform.

また，高次高調波の成分は以下の式で求まる。ただし，nは正の整数である。

Vin =
2
√

2
(2n − 1)π

VDC (3.2)

これらの式からわかるように，入力電圧の高調波成分は奇数次に含まれており，その振幅は次数に反比例する。

一方，WPTの補償回路は電源周波数付近で電力が送れるように設計されているため，基本波周波数から大き

くずれると急激に電力伝送性能は低下する。つまり，電源に含まれる高次高調波成分が伝送電力に与える影響

は限定的であり，電力の計算において電源は基本波周波数の正弦波電圧源として考えることができる。この近

似は先行研究に見られて多くのWPT回路の解析において利用されている。

3.2.2 負荷の等価複素インピーダンス近似

整流回路は非線形性を持つため，単純なインピーダンスとして表すことはできないが，基本波周波数成分を

取り出すことで，交流側から見た等価的なインピーダンスを求めることができる。

整流回路の交流側の電圧電流の基本波成分から計算できる交流側から見た等価複素インピーダンス Zac と，

直流側の負荷抵抗値 RL の関係を表す関数として以下の Rect関数を定義する．

Zac = Rect(RL) (3.3)

この関数は，厳密には電流電圧波形・振幅の関数にもなるが，負荷が極端に開放や短絡に近い状態や，出力電

圧が非常に低い条件でなければ，実用的な近似として機能する関数となる．

たとえば，Fig.3.2 に示した，ダイオード型全波整流回路の場合には，等価直流負荷抵抗 RL との間で次の
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𝑍𝑎𝑐 𝑍𝑎𝑐 𝑍𝑎𝑐

𝑅𝐿 𝑅𝐿 𝑅𝐿

Fig. 3.3: Examples of practical rectifier circuits.

Rect関数が用いられる。

Zac =
8
π2 RL (3.4)

この関係は Fig. 3.2に示したようなリプルの小さい直流電圧かつ，正弦波に近い交流電流になることを前提と

しているため，波形が大きく歪む領域では成り立たなくなる。つまり，この式は直流側に十分な容量の平滑コ

ンデンサが用いられており，なおかつ交流側の回路にインダクタがつながっている必要があり，この条件が

整っていない場合，3.4の関係式は利用できない。さらに，実用的な利用環境では必ずしも，上記で記述した

条件が満たされていないことも多い。例えば，SAE J2954では Fig. 3.3のように，特殊な構成を持つ整流回路

が利用されることがある。この場合，3.4の関数は利用できない。そこで，このような特殊な整流回路が利用

される場合，整流回路のトポロジーに応じた Rect関数を求める必要がある。

Rect関数のテーブル関数化

Rect関数が 3.4のような簡単な式となる場合は問題ないが，回路が複雑な場合，Rect関数を解析的に求める

ことは難しい。そこで，ここでは，回路シミュレータを用いた 3.3 の導出方法について説明する。例として，

3.3の中央に示した回路を取り上げる。手順を以下に示した。

1. 回路モデルを作成する。

2. 電源電圧を固定し，負荷抵抗値を変化させ，それぞれについて交流側の電流/電圧波形を記録する。

3. 取得した電流/電圧波形から基本波成分をフーリエ変換により求め，その振幅位相差情報からインピーダ

ンス Zac を計算する。

4. RL と計算により求めた Zac を対応させ，テーブルを作成する。

本研究では LTspice XVIIによって回路モデルを実装した。この手順により，求めた Rect関数を Fig. 3.4に

示した。回路モデルは後の実験で利用する等価回路を参考にしている。

さらに，電源電圧を変化させた場合と，周波数を変化させた場合も同時に示した。これから，今回の構成に

ついては Rect関数のテーブルは周波数によらず同一のものが利用できると言える。また，電源電圧に対して

ほとんど依存していないといえる。

3.3 送受電回路の分割解析

ここでは，WPT回路の伝送電力の複素インピーダンスに基づく特性解析の方法について提案する。一般化

したWPT回路を 3.5に示した。送受電回路の中には送受電コイルの自己インダクタンスと補償回路が含まれ

ている。Zin は電源から見た等価インピーダンス，Zre f は送電側から見た受電側の等価インピーダンス，Zs は 2
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Fig. 3.5: General circuit diagram of WPT system.

次側回路の合成インピーダンス，Zac は交流側から見た負荷の等価インピーダンス，RL は負荷の等価直流抵抗

を示している。Zi は実数 Ri, Xi を用いて Zi = Ri + jXi と表わせる。また，Vre f は二次側コイルの電流によっ

て一次側のコイルに誘起される電圧であり，Vind は一次側コイルの電流によって二次側コイルに誘起される電

圧である。

以下の解析を見通しよく行うため，負荷以外での電力の消費はないものとする。つまり，電源の供給した有

効電力は負荷での出力電力に等しくなる。

3.3.1 一次側から見た二次側等価インピーダンス

一次側から見た二次側の等価インピーダンス Zre f は次の式で定義できる。ここで，IL1 は一次側コイル電流

である。

Zre f = −
Vre f

IL1
(3.5)

さらに，Vre f と Vind はそれぞれ次の式で求まる。Lm は送受電コイルの相互インダクタンス，ωは電源角周波

数である。

Vre f = jωLm
Vind

Zs
(3.6)

Vind = jωLmIL1 (3.7)

3.5に 3.6と 3.7を代入すること Zre f は次のように求められる。

Zre f =
(ωLm)2

Zs
(3.8)
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3.3.2 送電回路のインピーダンス解析：伝送可能有効電力関数

WPT 回路において伝送可能な電力は一次側の補償回路構成によって決まる。そこで，本節では送電側回

路のインピーダンスを解析に基づき伝送電力を Zre f の関数として表現する。検討対象の補償回路は，線形回

路であるため Zin は Zre f の関数として表すことができる。ただし，電源から見た回路の合成インピーダンス

Zin = Rin + jXin である。

電源電圧/電流固定の場合

電源電圧が Vin の場合に，伝送可能な電力を考える。いま，Zre f が与えられたとする。受電側回路に送られ

る電力は Zre f で消費される電力に等しくなる。このとき，伝送電力 Ptrans は次の式で計算できる。

PV
trans =

Rin

R2
in + X2

in

V2
in (3.9)

同様に，電源電流が Iin の場合に，伝送可能な電力を考える。このときの伝送電力 Ptrans は次の式で計算で

きる。

PI
trans = RinI2

in (3.10)

具体的な回路構成及び，素子の値が決まることで伝送可能な電力を計算することができる。

送電コイル電流による伝送電力の上限

送電コイルに流せる電流には熱的な制約が存在する。送電コイルに流せる電流の上限が IL1−limit で与えられ

たとき，送電可能な電力の上限 Plimit
trans は次の式で与えられる。

Plimit
trans = Rre f I2

L1−limit (3.11)

この電力はハードウェアから規定される伝送可能電力の上限を与える。

電源電流と電圧の位相差に関する制約

ここでの議論は正弦波電圧源を考慮しているが，実際にはインバータを用いるため，スイッチング損失を減

らすことによる効率向上のため，電源電流の位相が電源電圧より若干遅れていることが好まれる。そこで，そ

のような位相の条件を考える。ZCS(Zero current switching),や ZVS(Zero voltage switching)の条件を厳密に考

慮するためには高調波を考慮する必要があるが，基本波だけを考慮した場合でも大きく外れることはないため

本検討では基本波成分を考える。電源電流と電圧の位相差を，電圧を基準として θとすると次の式で位相差は

求まる。

θ = arctan
Xin

Rin
(3.12)

各制約を考慮した場合の電力関数

実際のシステムには電流や電圧などに制約がある。そこで，ここまでに導出した条件を利用し制約を考慮

した電力関数を求める。上記で記述した電源電圧，電源電流，送電コイル電流，電源位相の 4つをそれぞれ，

Vlimit，Ilimit，IL1−limit，θm とすると，すべての制約条件を満たして伝送可能な電力関数は次の式で求められる。

Pmax
trans(Zre f ) =

min (PV
trans, P

I
trans, P

limit
trans) θ ≥ θm

0 θ < θm
(3.13)
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各制約条件下での伝送可能電力を比較し最小のものが制約に違反しない伝送可能電力の上限値となる。これ

は，もし，それよりも大きな電力を送ろうとすると最小電力となっている条件に違反してしまうからである。

進相領域ではインバータのスイッチング素子保護のため動作を停止することを想定し。位相条件を満たしてい

ない部分での伝送電力を 0としている。

ここで重要な点として，3.9 - 3.12は送電側の回路構成と素子の値によって決まるため，受電側の構成などと

は独立して定義することができる。つまり，送電側の回路がもつ電力伝送特性だけを独立して議論することが

できる。

3.3.3 受電回路のインピーダンス解析：一次等価二次インピーダンス

本節では受電側回路のインピーダンス解析を行う。Zre f は 3.8で求めることが可能である。Zin と同様に Zs

は Zac の関数となる。さらに，3.3で定義したように Zac に変換することができるため，Zs は RL の関数とな

る。したがって，Zre f は負荷抵抗と，送受電コイル同士の相互インダクタンスの関数となり，次の式で求める

ことができる。

Zre f (Lm,RL) =
(ωLm)2

Zs(RL)
(3.14)

3.14から，Zre f には送受電コイルの間の結合の情報と，負荷の状態に関する情報が含まれている。

受電コイル電流による受電電力の上限

送電コイルの電流上限により送電電力に上限があったように，受電コイルの電流上限がある場合にも受電

電力に制約が存在する。受電コイルの電流上限を IL2−limit とすると受電可能な最大電力 Plimit
receive は次の式で求

まる。

Plimit
receive = RsI2

L2−limit (3.15)

3.3.4 結合の変動に伴う自己インダクタンス変動の補正

先述したとおり，送受電コイルには強磁性体が使われることが多く，結果として２つのコイル間の位置関係

が変化すると送受電コイルの自己インダクタンスも変動する。電力関数 3.13は回路パラメータが変化しなけ

れば結合状態や受電側回路の影響を受けないが，送受電コイルの位置関係の変化に伴い L1 が変化してしまう

とこの電力関数が変化してしまう。このままでは，自己インダクタンスが大きく変化する用途で利用しずらい

ため，送受電コイルの位置関係の変化に伴う回路パラメータの変化を補正する方法について説明する。

今回は，抵抗値を無視しているため送受電コイルの位置関係に伴って変化するものは L1，L2，Lm の 3つと

した。送電コイルと Zre f を含めた結合部の等価回路を Fig. 3.6に示した。Fig. 3.6の左には補正前の等価回路

が示している。この回路において L1 が変化すると Zin(Zre f )の関数が変化してしまう。そこで，Fig. 3.6の右側

に示した複素インピーダンス回路において Zre f と L1 が直列接続で表現されることに注目する。このとき，結

合に伴って L1 が基準の自己インダクタンスである L1nom から変動した影響をすべて Zre f の変化として取り扱

うことができる。(3.11)からわかるように有効伝送電力にリアクタンス要素は影響を受けない。このことを利

用して Zre f と L1 の間で適切にリアクタンスを配分することで仮想的に Zre f を変化させることが可能となる。

この補正によって，電力関数は L1nom に対して計算すればよい。L1nom は計算者が任意に決めてよい。最終的

に補正後の Zre f を Zre f mod とし次の式で定義する。ただし，∆L1 は L1 − L1nom で定義される。

Zre f mod = Zre f + jω∆L1 (3.16)



3.4 電力伝送特性の可視化 17

𝑍𝑟𝑒𝑓=
𝑅𝑟𝑒𝑓 + 𝑗𝑋𝑟𝑒𝑓

𝑗𝜔Δ𝐿1

𝑍𝑟𝑒𝑓𝑚𝑜𝑑

𝐼𝐿1

𝑍𝑟𝑒𝑓

C
o
m
p
e
n
sa
tio
n

circu
it

𝑉in
𝐿1

𝐼𝐿1

𝑗𝜔𝐿1𝑛𝑜𝑚

Fig. 3.6: Modification of self-inductance variation of transmitter coil.

Table 3.1: Parameters for S/S simulation

Name Value Name Value Name Value Name Value

L1 100 µH L2 100 µH C1 31.55 nF C2 31.55 nF

RL 5, 8 Ω Lm 10 – 30 µH f 85 kHz

Vmax 100 V Imax 10 A IL1−limit 10 A θm 0◦

3.3.5 損失を考慮した場合のインピーダンス解析

ここまでの解析ではすべての抵抗値を無視してきたが，ここでは補償素子に抵抗値が存在する場合の解析式

について説明する。

電力関数の変化

寄生抵抗による損失が存在する場合であっても，Zin は Zre f の関数として表される。このとき，(3.13)で求

められる電力は電源が供給する電力を示しているため，実際に Zre f で消費される電力は途中での損失分だけ

少なくなる。そのため，Zre f に応じた送電回路の効率 η1 を (3.13)に乗じることで，損失を考慮した電力関数

Pmax
trans−wl を計算することができる。

Pmax
trans−wl = η1Pmax

trans (3.17)

η1 は，電源が供給する電力に対する，Zre f で消費される電力の割合で定義される。

Zre f の変化

同様に，受電側でも受け取った電力のうち一部が損失として失われるため，Zac に応じた受電回路の効率 η2

を Pmax
trans−wl に乗じる。また，二次側回路の効率は送受電コイルの結合には依存していないため，結合係数の変

化に対して η2 は不変である。

3.4 電力伝送特性の可視化

ここでは，前節の解析結果を可視化する方法について，Fig. 3.7に示した S/S回路を用いて説明する。今回

の解析においては整流回路はなく直接負荷が接続されているものとする。つまり，Zac = RL である。また，各

パラメタの値を Table 3.1にまとめた。
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Fig. 3.7: Equivalent circuit of S/S.

3.4.1 電力マップの描画

電力マップは前節で求めた電力関数を Zre f の複素平面上に電力等高線図として描画することで得られる。ま

ず，Fig. 3.7の電力関数を求める。送電側の Zin は次の式で計算できる。

Zin(Zre f ) = jωL1 +
1

jωC1
+ Zre f (3.18)

このとき，(3.9) - (3.12)をそれぞれ計算すると次の式で表される。ただし，X1 = ωL1 − 1/ωC1 である。

PV
trans =

Rre f

R2
re f + X2

1

V2
in (3.19)

PI
trans = Rre f I2

in (3.20)

Plimit
trans = Rre f I2

L1−limit (3.21)

θ = arctan
X1

Rre f
(3.22)

この 4つの式から (3.13)に基づき電力関数が導出できる。次に，Table 3.1に示した値を各電力関数に代入し

等高線図を描く。各条件ごとにプロットしたものを Fig. 3.8に示した。

Fig. 3.8.dは電力ではなく位相の等高線となっている。最終的に得られている電力マップは，各マップを重ね

合わせることで Fig. 3.9のように得られる。

各グラフのより一般的な扱いは次章で記述する。

3.4.2 Zre f 軌跡の描画

次に Zre f 軌跡を導く。(3.14)に基づき Zre f を計算すると次のようになる。

Zre f (Lm,RL) =
(ωLm)2

jωL2 +
1

jωC2
+ RL

(3.23)

補償回路が与えられ，負荷条件と結合条件が固定のときこの関数の値は一点に決まり，結合係数が変動する場

合 Zre f は複素平面上で Fig. 3.10に示したように原点を通る比例直線となり，負荷抵抗が変化するときマゼン

タと黒の頂点と原点を通る円軌跡となる。これは，(3.23)を結合係数と負荷抵抗を媒介変数として軌跡を求め

ることで導ける。
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(a) PV
trans
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(b) PI
trans
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(c) Plimit
trans
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(d) θ

Fig. 3.8: Power map under each constraint.

3.5 電力マップと Zre f 軌跡を利用した電力伝送特性の導出

ここでは，前節で可視化した，送電側/受電側それぞれの電力マップと Zre f 軌跡を用いて出力電力特性を読

み取る方法について説明する。

3.5.1 可視化評価手法の利点

従来と同様に，電圧方程式から求めた，ある結合・負荷・電源電圧条件下での出力電力は，(3.9)の電力関数

に (3.14)で求めた Zre f (Lm,RL)を代入し計算したものと同一である。次に，この代入計算を電力マップと Zre f

軌跡を用いた可視化マップ上で再解釈すると，Fig. 3.9 と Fig. 3.10 を重ね合わせた Fig. 3.11 に示すように，

Zre f 軌跡が，電力等高線上のどこにいるか，またその時の電力値の値を読み取ることで簡単に伝送電力を見積

もることができる。この表記は次の利点がある。

1. 電力伝送特性の全体像を把握できる。
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Fig. 3.9: Power map of Pmax
trans.

2. 電力マップと Zre f 軌跡は独立しているため，結合係数や負荷抵抗が変化したときに伝送電力がどのよう

に変化するかを計算ではなく視覚的かつ直感的に把握することができる。

3. 電力マップは受電側の回路構成と独立なため，異なる回路構成を持つ受電回路に対する伝送電力の変化

傾向を同一マップ上で一度に計算できる。

4. 共振条件を前提としていないマップであるため補償回路が共振条件から変化したときに電力伝送特性が

どのように変化するかを直感的に把握できる。

Fig. 3.12に電力マップから読み取った出力電力特性を示す。電源電圧一定の場合，Fig. 3.9と Fig. 3.10を比

較することで，赤線で示したような出力特性となると読み取れる。一方，電源電流やコイル電流，位相制約を

考慮した電力マップ Fig. 3.9と Fig. 3.10を比較することで，Fig. 3.12の青線のように出力電力特性が読み取れ

る。図中で青の領域は定電圧での給電領域に対応し，緑の領域は電源電流の上限に抵触しているため，電源電

圧を下げることで電源電流上限の定電流での給電に対応している。赤の領域は Zre f 軌跡が進相領域に入ってい

る部分に対応する。この領域では電源保護のために給電を停止することを想定し伝送電力を 0 として示して

いる。

巻線抵抗での損失を考慮した場合

コイルがもつ巻線抵抗での損失を考慮した場合の電力マップを具体的に導出する。送受電コイルがもつ抵抗

値をそれぞれ R1，R2 とすると，各電力関数は次のように修正される。

PV
trans =

Rre f＋ R1

(Rre f + R1)2 + X2
1

V2
in (3.24)

PI
trans = (Rre f + R1)I2

in (3.25)

Plimit
trans = Rre f I2

L1−limit (3.26)

θ = arctan
X1

Rre f + R1
(3.27)
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𝐿𝑚 = 30μH

𝑹𝑳 = 𝟓

𝑹𝑳 = 𝟖

𝐿𝑚 = 10μH

Fig. 3.10: Zre f trajectory of the receiver. Magenta line and black lines represent RL = 5 and RL = 8.

また，η1 は次の式で求められる。

η1 =
Rre f

R1 + Rre f
(3.28)

抵抗を考慮した場合と，しない場合の電力マップを Fig. 3.13に比較して示した。違いをわかりやすくするた

めに送電コイルの抵抗値はやや過大な 2Ωとしている。これは 85kHzでの Q値に換算すると約 27と非常に低

い。実際の回路では，巻線抵抗はこの 10分の１程度であって，ここまで明らかな違いはない。

S/S回路の場合，電圧マップの電力等高線が小さくなっている。これは，抵抗で消費された電力分だけ伝送

可能な電力が下がっていることを示している。また，抵抗値を無視した場合，電力等高線は Xre f 軸に接してい

るが，抵抗値を考慮した場合，電力の最大値が Rre f > 0　の領域に存在する。これは，S/S回路においてイン

ピーダンスマッチングが実現される Zre f で伝送電力最大となることを示している。したがって，今回の条件で

は Rre f = 2，Xre f = 6付近で伝送電力が最大となる。巻線抵抗を考えない場合，インピーダンスマッチングが

実現される条件は Rre f = 0となる。このように，巻線抵抗考慮した電力マップを導出することもできる。

電流マップの形状が変化していないのは，電流一定条件では，伝送電力は効率に関係なく一定になるからで

ある。電源の位相についてみると，寄生抵抗が存在するために無負荷に近い部分での位相の感度が低くなって

いるのが読み取れる。

3.5.2 定抵抗負荷と定電圧負荷の相違点

上記の議論は抵抗負荷の場合に成り立つ議論である。しかし，WPTの一般的な負荷としてバッテリーのよ

うな定電圧源負荷が挙げられる。この場合，上記の議論がそのままは成り立たないため注意が必要である。以

下では，定電圧源負荷の場合に伝送電力を計算する方法を説明する。

まず，電圧 Vout の定電圧負荷に定常状態で電力 Pout を供給している場合，等価的な直流負荷抵抗は次の式で
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Fig. 3.11: Power map and Zre f trajectory of the receiver. Magenta line and black lines represent RL = 5 and RL = 8.

Phase violation

Constant current

Constant voltage

Fig. 3.12: Derivation of power transmission characteristics from the proposed power map.

求めることができる。

RL =
V2

out

Pout
(3.29)

この方法で求めた RL に基づき Zre f を計算し，マップを用いて伝送電力を求める事ができる。しかし，このと

き得られた伝送電力 Pmax
trans と，最初に負荷抵抗を決めるために仮定した Pout が一致しない場合は正しい伝送電

力とはならない。これが，正しい伝送電力となる条件は次の式を満たす RL が得られるときの Pmax
trans である。

Pmax
trans(Lm,RL) =

V2
out

RL
(3.30)
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Fig. 3.14に示したように，(3.30)の右辺は Vout が一定であるため RL に対して青線で示した反比例のグラフ

となり，(3.30) の左辺は電力マップの形状と RL が変化したときの Zre f 軌跡に応じた緑のような曲線となる。

定抵抗のときの負荷抵抗を Rnom とすると，(3.30)が満たされる条件は両者の曲線が交差する Fig. 3.14中の赤

い点に対応する。また，このときの等価的な負荷抵抗値は Rn になる。制約条件が含まれることで Fig. 3.14の

右側に示したような Pmax
trans(Lm,RL)に関する曲線が得られた結果，交点が見つからず給電不能となる場合も存在

する。

3.6 まとめ

この章では，一次側から見た二次側の等価インピーダンス Zre f を境として，送電側と受電側に分離した非接

触給電システムの電力伝送特性解析手法とその可視化方法について説明した。WPTシステムをインピーダン

ス回路として表現し，複素インピーダンス平面上に電力伝送特性を視覚的に示せるようになることで，直感的

に電力伝送特性を把握することが可能になる。



24 Chapter 3 非接触給電システムの送受電分割による電力伝送特性の可視化

10
0

100

20
0

200

30
0

300

40
0

400

50
0

500

60
0

600

70
0

700
800

80
0

800

90
0

900 900

10
00

1000

10
00

1000

0 2 4 6 8 10
0 

2 

4 

6 

8 

10

0   

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

900 

1000

O
ut

pu
t p

ow
er

 [
W

]

(a) Vmap w/o R
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(b) Imap w/o R
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(c) Lmap w/o R
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(d) Phase map w/o R
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(e) Efficiency map w/o R
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(f) Vmap w/ R
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(g) Imap w/ R
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(h) Lmap w/ R
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(i) Phase map w/ R
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(j) Efficiency map w/ R

Fig. 3.13: Comparison of power map with resistance and without resistance.
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Fig. 3.14: Explanation of Pout calculation when the load is constant voltage source.
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Chapter 4

はしご型補償回路の電力伝送特性の幾何的
特徴の解析と体系的理解

4.1 はじめに

ここでは，3章で提案した電力マップを T型補償回路に対して解析的に求めることで，幾何学的な特徴を明

らかにする。これにより，電力マップを円と直線の組み合わせとしてあらすことでより直感的な理解を可能に

し，補償回路の設計への展開を可能にする。

4.2 はしご型補償回路の電力マップおよび Zre f 軌跡の幾何的特徴

まず，今回の解析対象となるはしご型補償回路について説明する。2章で詳しく説明したとおり，現在WPT

の補償回路として様々な回路構成が提案されているが，その多くは Fig. 4.1に示した送受電回路の組み合わせ

に分類できる。

そこで，これらの回路を包括的に扱うために Fig. 4.2に示した T型の補償回路を考える。これらすべての補

償回路の組み合わせを複素インピーダンスを利用して Fig. 4.2のリアクタンス回路で表すことができる。例え

ば，S/S回路であれば，X2 = X5 = ±∞，X1 +X3 = ωL1 − 1/ωC1，X4 +X6 = ωL2 − 1/ωC2 と考えられる。LCC/P

であれば，X1 = ωL1s，X2 = −1/ωC1p，X3 = ωL1 − 1/ωC1s，X4 = ωL2，X5 = −1/ωC2，X6 = 0，とすることで

Fig. 4.2の回路に変換できる。

4.2.1 T型補償回路の電力マップ

(3.9) - (3.12)に次の式で表される T型補償回路の Zin を代入する。

Zin(Zre f ) = jX1 +
(Zre f + jX3) jX2

Zre f + jX3 + jX2
(4.1)

これを実部と虚部に分けると次のようになる。

Rin =
X2

2Rre f

R2
re f + (Xre f + X2 + X3)2

(4.2)

Xin = X1 + X2

R2
re f + (Xre f + X2 + X3)(Xre f + X3)

R2
re f + (Xre f + X2 + X3)2

(4.3)
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𝐶1s𝐿1s
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𝐿2 𝐶2p
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𝑅𝐿

LCC LCC

LCL LCL

Fig. 4.1: 4 possible basic compensation circuits.

各制約条件下の電力マップの幾何学的特徴

ここで，(4.2)と (4.3)を (3.9)に代入し式変形すると，(4.4)のような出力電力に関する Zre f の方程式が得ら

れる。これは Zre f 平面上で Ptrans を送ることのできる条件は，円または直線で与えられることを意味する。
(Rre f − RV )2 + (Xre f − XV )2 = R2

V X1 + X2 , 0

Rre f =
X2

2 Ptrans

V2
in

X1 + X2 = 0
(4.4)

(RV , XV ) =
 V2

in

Ptrans

X2
2

2(X1 + X2)2 ,−
X1X2

X1 + X2
− X3

 (4.5)
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𝑉𝑖𝑛𝑑

𝑗𝑋4

𝑗𝑋5

𝑗𝑋6

𝑉𝑟𝑒𝑓

𝑍𝑎𝑐𝑍𝑠𝑍in 𝒁𝒓𝒆𝒇

𝑍𝑎𝑐

Fig. 4.2: T compensation equivalent circuit.

同様に，(3.10)に (4.2)と (4.3)を代入し，式変形すると (4.6)のように円または直線となる。Rre f =
Ptrans

I2
max

X2 = ±∞

(Rre f − RI)2 + (Xre f − XI)2 = R2
I otherwise

(4.6)

(RI , XI) =
(

I2
max

2Ptrans
X2

2 ,−X2 − X3

)
(4.7)

さらに，位相 θに関して (3.12)に (4.2)と (4.3)を代入することで，Zre f 平面上の円条件が導かれる。(Rre f − Rθ)2 + (Xre f − Xθ)2 =

X2
2

√
1 + tan2 θ

2(X1 + X2)

2

X1 + X2 , 0

Xre f = (tan θ)Rre f − XI X1 + X2 = 0

(4.8)

(Rθ, Xθ) =
− X2

2 tan θ
2(X1 + X2)

,−X3 −
X1X2 + X2

2/2
X1 + X2

 (4.9)

(3.11)から，次の関係式が得られる。

Rre f =
Ptrans

I2
L1−limit

(4.10)

各円条件の位置関係

前項で求めた式を Zre f 平面上の幾何学的位置関係として説明する。(4.4) と (4.6) で示したように，電源電

圧，電源電流に関する電力等高線の中心座標の Rre f 成分と半径が等しいことから，電力等高線は Fig. 4.3に実

線で示したように必ず Xre f 軸に必ず接する円となる。また，より大きな Ptrans に対する電力等高線は Fig. 4.3

で破線で示したようにより半径が小さな円となる。逆に小さな Ptrans に対しては半径の大きな円となる。いず

れの場合も，電力等高線は Xre f 軸に接する。さらに，すべての円の中心座標の Xre f 成分は X1 − −X3 が変化し

ない限り一定のため，図中破線直線で示した直線上を中心座標は移動する。

次に，位相条件について調べる。まず，θ = 0つまり，力率 1となる円の中心座標は Xre f 軸上に必ず存在す

ることが (4.8)からわかる。この円が Xre f 軸と交わる点を計算すると，その座標はそれぞれ，XI , XV と一致す

る。また，θが変化するときでも，この円は常に Xre f 軸上の (0, XI), (0, XV )の同一 2点を通過する。

これらをまとめると Fig. 4.5に示したものとなる。この関係を利用することで電力マップの描画をより簡単

かつ容易に行うことができる。さらに，各パラメタ X1～X6 の変動に伴う電力伝送特性の変化も素早く把握で

きる。
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Fig. 4.3: Contour lines of transferred power.
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Fig. 4.5: Geometrical relationship among contour lines.

4.2.2 T型補償回路の Zre f 軌跡

電力マップに続いて，結合と負荷の状態で決まる Zre f について考える。

T型補償回路の Zre f の導出

受電側回路の合成インピーダンス Zs を Fig. 4.2の等価回路から求める。

Zs = jX4 +
(Zac + jX6) jX5

Zac + jX6 + jX5
(4.11)
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Fig. 4.6: Zre f trajectory when coupling changes without constant self-inductance.
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Fig. 4.7: Zre f trajectory when coupling changes with self-inductance variation.

送電側と同様の方法で受電側の回路の合成インピーダンス Zs の実部 Rs と虚部 Xs は (4.12)，(4.13)と求まる。

Rs =
X2

5Rac

R2
ac + (Xac + X5 + X6)2 (4.12)

Xs = X4 + X5
R2

ac + (Xac + X5 + X6)(Xac + X6)
R2

ac + (Xac + X5 + X6)2 (4.13)

このときの Zre f は (3.8)から計算できる。

結合の変化

送受電コイルの結合が変化したときの (3.8)から求まる Zre f 軌跡について議論する。Zre f は (3.8)からわか

るように，相互インダクタンスの 2乗に比例している。さらに，(ωLm)2 は実数であるため，負荷を一定とする

と Zre f 軌跡は Fig. 4.6に示したように，Zre f 平面上の原点を通る直線となる。ただし，結合変動に伴う送受電

コイルの自己インダクタンス変動が存在する場合，Fig. 4.7のように，この直線上から変動の程度に応じたズ

レが発生する。

負荷の変化

次に負荷抵抗が変化した場合の Zre f 軌跡について説明する。以下の議論では Zac = Rac であるとして議論を

すすめる。まず，負荷 Rac が短絡された場合 Rac = 0と，開放された場合 Rac = ∞の一次側から見た二次側の
等価インピーダンスを考える。負荷の短絡及び開放条件では (4.12)から，Rs = 0である。また，Xs を (4.13)

から同様に求めると次の式で負荷短絡または開放時の一次側から見た二次側の等価インピーダンス Zre f は次の
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𝑅𝑟𝑒𝑓

𝑋𝑟𝑒𝑓𝑍𝑟𝑒𝑓(𝐿𝑚, 0)

𝑍𝑟𝑒𝑓(𝐿𝑚,∞)

Case 3

Case 2

Case 1

𝑍𝑟𝑒𝑓(𝐿𝑚,∞)

𝑍𝑟𝑒𝑓(𝐿𝑚, 0)

Fig. 4.8: Zre f trajectory described in (4.16).

リアクタンスで求まる。

Zre f (Lm, 0) =
(X5 + X6)(ωLm)2

j(X4X5 + X5X6 + X6X4)
(4.14)

Zre f (Lm,∞) =
(ωLm)2

j(X4 + X5)
(4.15)

次に，負荷の短絡状態から開放状態への遷移の様子を考える。Zre f (Lm,Rac)の動作点は Rac の変動に対して

Zre f (Lm, 0)，Zre f (Lm,∞)を直径とする (4.16)の円上を動く。ただし，一方の点が無限大になる場合は Xre f が定

数となる Rre f 軸に平行な直線上を動く。まとめると次の式となる。
Xre f = 0 X5 = ±∞, X4 + X6 = 0

Xre f = −
(X5 + X6)(ωLm)2

X4X5
X4 + X5 = 0

R2
re f + (Xre f − X0)2 = R2

0 X4 + X5 , 0

(4.16)

R0 =
2(X4X5 + X5X6 + X6X4) + X2

5

2(X4 + X5)(X4X5 + X5X6 + X6X4)
(ωLm)2 (4.17)

X0 =
X2

5(ωLm)2

2(X4 + X5)(X4X5 + X5X6 + X6X4)
(4.18)

(4.16)で求めた 3つの条件での Zre f 軌跡の概形を Fig. 4.8に示した。Case 1は (4.16)の最初に示した条件に

対応しており，具体的には共振設計された S回路や LCC回路での Zre f 軌跡を示している。この条件では Zre f

は常に純抵抗とみなせる。次に Case 2は (4.16)の二番目に示したものに対応する。これは，LCC回路などの

高次補償回路の負荷側の共振条件の一部が満たされていない条件に対応する。最後に Case 3は (4.16)の三番

目に示した条件に対応している。これは，P回路や共振条件を満たしていない S回路や LCC回路などが該当

する。

また，Rac に対応した Zre f の円上での位置は，Zre f (ωLm,Zac)の位相角 θre f が (4.19)となる Zre f 軌跡上の点

である。

θre f = − arctan
 (X4 + X5)R2

ac + (X5 + X6)[X4X5 + (X4 + X5)X6]
X2

5Rac

 (4.19)
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(d) LCC

Fig. 4.9: Typical power map of constant source voltage under basic compensation configurations designed to be

resonant.

一般的な補償回路の共振設計では Case 1に示した条件となるよう設計されることが多い。これは，結合係数

と負荷が変化したときの Zre f 軌跡の形状が一致し，かつ，Rre f 軸上の直線であるため電力マップの設計と整合

性が取りやすいためである。また，P回路では Zre f 軌跡の形状が円形になるため，結合係数の変化と負荷変動

に伴う結合係数の軌跡が一致しないため，両者の変動に対して電力マップの設計を行うことは難しい。

4.3 可視化電力マップを用いた補償回路の特徴比較

4.3.1 代表的な補償回路の電力マップ分類

ここでは，電源電圧と送受電コイルを固定したときの補償回路と (4.4)で与えられる方程式の形状に関する

特徴をまとめる。Fig. 4.9には代表的な共振設計された補償回路の電力マップ一覧を示す。また，共振条件を

外した場合の図形の変化についても同様に示す。Fig. 4.1に示した S，P，LCL，LCCの 4つについて，補償回

路の共振設計を行ったときの電力マップ PV
trans について議論する。

S回路

S回路の場合，X2 = ±∞となるため，limX2→±∞ RV , XV とすれば，(4.5)から中心座標は (4.20)である。

(RV , XV ) =
(

V2
max

2Ptrans
,−X1 − X3

)
(4.20)

この形状は，Fig. 4.9aに対応している。(4.20)から，従来の共振設計の場合 X1 + X3 = 0が満たされなければ

ならず，電力マップの形状の電源電圧以外による調整は不可能である。もし，X1 + X3 , 0とできる場合，つま
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り，共振設計を行わない場合，円の中心座標のうち Xre f は X1 + X3 で調整可能である。このとき，電力等高線

の形状は変化しない。

P回路

P回路の場合，X1 = 0，X3 = ωL1，X1 + X2 , 0となる。これを，(4.5)に代入すると，円の中心座標は (4.21)

で求められれる。

(RV , XV ) =
 V2

in

2Ptrans
,−X3

 (4.21)

この形状は，Fig. 4.9bに対応している。X3 はコイルの設計によって決まり調整不能なため，P回路では電力等

高線の形状は変化しない。

LCL回路

共振型の LCL回路では，共振条件として X1 + X2 = X2 + X3 = 0，X3 = ωL1 が与えられる。このとき，(4.4)

から (4.22)の直線となる。

Rre f =
X2

2 Ptrans

V2
in

(4.22)

この形状は，Fig. 4.9c に対応している。LCL 回路では送電コイルによって X2 = −ωL1 と一意に決まるため，

この電力等高線の形状は調整ができない。

共振条件を設けない場合，X1，X2 の 2自由度が存在し，(4.5)の RV , XV を独立して調整可能になり自由に円

の中心を決められる。

LCC回路

LCC回路では，LCLと同様の共振条件が利用される。したがって，電力マップの形状は，Fig. 4.9dに対応

する。ただし，LCCでは LCLと異なり，X3 = ωL1 − 1/ωC1s となる。この場合，方程式は (4.22)と同じ形に

なるが，C1s により X2 も調整可能なため，直線の位置の調整も可能である。

共振条件を設けない場合は，LCL回路と同様に電力マップの調整が可能である。

以上の議論をまとめると次のようになる。

1. 電力マップの形状は回路構成と補償素子の形状で決まる

2. P回路と共振設計された LCL回路では電力マップの形状を電源電圧以外で調整できない

3. S回路の電力マップの形状は円となり，半径は変えられないが Xre f 軸方向の位置を調整できる

4. LCC回路の電力マップの形状は縦縞となり，X2 の調整により縞の間隔（電力分布）を調整できる。

S回路の電力マップは円形状となっているが，LCL,LCC回路の電力マップ形状は縦縞となっている。これ

は，従来の解析ではインピーダンスインバータによる定電圧源と定電流源の変換に対応している。つまり，定

電流電源に関する電力マップの形状は，Fig. 4.10に示したように逆になり，S回路の電力マップは縦縞となり，

LCL，LCC回路の電力マップは円形状になる。P回路についてはどちらも円形状となる。

4.3.2 代表的な補償回路の Zre f 軌跡分類

以下では，負荷の補償回路ごとに負荷短絡時の一次側から見た二次側の等価インピーダンス (4.14)と，負荷

開放時の一次側から見た二次側の等価インピーダンス (4.15)を計算する。
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(d) LCC

Fig. 4.10: Typical power map of constant source current under basic compensation configurations designed to be

resonant.

S回路

S回路では X5 = ±∞であるため，短絡/開放時の Zre f動作点はそれぞれ，(4.23)と (4.24)となる。

Zre f (Lm, 0) =
(ωLm)2

j(X4 + X6)
(4.23)

Zre f (Lm,∞) = 0 (4.24)

X4 + X6 = 0の条件で負荷開放時の Zre f 動作点は無限大，つまり開放状態になる。共振条件が満たされないと

ころでは，原点を通過し中心が Xre f 軸上にある円軌跡となる。

P回路

P回路では X6 = 0である。したがって，短絡/開放時の Zre f動作点は(4.25)，(4.26)となる。

Zre f (Lm, 0) =
(ωLm)2

jX4
(4.25)

Zre f (Lm,∞) =
(ωLm)2

j(X4 + X5)
(4.26)

X4 + X5 = 0の条件で負荷短絡時の Zre f 動作点は開放状態になり，Fig. 4.8の Case 2に対応する，実軸に平行

な直線形状となる。共振条件が満たされないところでは Case 3に対応する，半円形状となる。
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LCLまたは LCC回路

LCC（または LCL）回路の場合，Zre f (Lm, 0) と Zre f (Lm,∞) は (4.14)，(4.15) となる。共振条件 X4 + X5 =

X5 + X6 = 0が満たされる場合，負荷短絡時の Zre f は開放状態，負荷開放時の Zre f は短絡状態となる。このと

きの Zre f 軌跡の形状は Fig. 4.8の Case 1と一致する。

X4 + X5 = 0のみが満たされる場合，負荷短絡時の Zre f は開放状態に，また X5 + X6 = 0のみが満たされる場

合，負荷開放時の Zre f は短絡状態になり，Case 2の形状となる。すべての共振条件が満たされていない場合，

Case 3の形状となる。
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Table 4.1: Parameters for power map visualization

Name Value Name Value Name Value Name Value

L1 100 µH L2 100 µH f 85 kHz

Vmax 100 V Imax 10 A IL1−limit 10 A θm 0◦
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(e) X1 = 40

Fig. 4.11: Power map transformation of PV
trans according to X1.

4.3.3 電力マップの形状とパラメタの関係

PV
trans の電力マップ

Fig. 4.11，Fig. 4.12，Fig. 4.13の 3つには X1 から X3 をそれぞれ変化させたときの電力マップの変化を示し

た。計算に利用した数値を Table 4.1に示した。基準として共振設計された LCC回路を考えている。X1 と X2

を変化させた場合，(4.5)から，電力等高線の円の中心が変動していることが読み取れる。一方で，X3 が変化

した場合，(4.5)の Xre f 座標のみが変化するため，電力マップは Xre f 軸方向に平行移動する。本解析で基準と

している電力マップの電力等高線が Xre f 軸に平行な直線となっており，X3 の変動に伴う電力マップの変化が

見えなくなっている。これは，LCC回路における共振のとり方が，X1 のパラメタ変動に対して電力伝送特性

が安定であることを意味している。
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(d) X2 = 25
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(e) X3 = 30

Fig. 4.12: Power map transformation of PV
trans according to X2.
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(c) X3 = 30

Fig. 4.13: Power map transformation of PV
trans according to X3.

PI
trans の電力マップ

PI
trans の電力マップについて解析する。Fig. 4.14をみると，電力マップの形状は X1 に対して不変である。こ

れは，(4.7)に X1 が含まれていないことから理解できる。また，X3 が変化したとき，Fig. 4.16からわかるよう

に，同一の円形状を維持しつつ Xre f 軸方向に平行移動している。
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(a) X1 = 10
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(c) X1 = 30

Fig. 4.14: Power map transformation of PI
trans according to X1.
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(b) X2 = 20

100
200
300
400
500
600
700800

900

900

1000

1000

0 10 20 30 40 50 60 70 80
-40

-30

-20

-10

0  

10 

20 

30 

40 

0   
100 
200 
300 
400 
500 
600 
700 
800 
900 
1000

O
ut

pu
t p

ow
er

 [
W

]

(c) X3 = 30

Fig. 4.15: Power map transformation of PI
trans according to X2.
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(b) X3 = 20
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(c) X3 = 30

Fig. 4.16: Power map transformation of PI
trans according to X3.

θの電力マップ

位相 θのマップを Fig. 4.17～Fig. 4.19に示した。X1 が変化した場合，(4.9)からわかるように等位相差円の

Xre f 軸との交点の片方が常に一定である。また，X3 が変化するとき，Xre f 軸方向に平行移動している。

ここまでの議論から，電力マップと位相マップは X3 に対してすべて Xre f 軸方向に同一量だけ平行移動して

いる。つまり，最終的に得られる Pmax
trans の電力マップの形状は同一で位置だけが移動するといえる。これは，

(4.5)–(4.8)の各 Xre f 座標に X3 が等しく含まれていることに一致している。
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(c) X1 = 30

Fig. 4.17: Phase map transformation according to X1.
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(c) X3 = 30

Fig. 4.18: Phase map transformation according to X2.
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(c) X3 = 30

Fig. 4.19: Phase map transformation according to X3.

4.3.4 高次補償回路への適用

ここまでの解析は一般化した T型の補償回路に対して，解析を行うことで様々な補償回路を連続的に扱うこ

と及び，その幾何学的な特徴をまとめた。ここでは，T型回路を用いることでより高次の補償回路の電力伝達

特性も統一的に扱えることを示す。

T型補償回路より高次なはしご型回路の補償回路は，Y − ∆変換を適切に繰り返すことにより，必ず Fig. 4.2

に示した T型の補償回路に変換することができる。つまり，T型補償回路に対する電力伝送特性を解析するこ
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Fig. 4.20: Example of transformation of high-order compensation circuit into T type compensation circuit by Y−∆
　 transformation.

とで，より高次なはしご型補償回路をすべて包括した議論を行うことができる。

例えば，Fig. 4.20の上段に示したような高次な補償回路であっても，青点線枠で囲った部分を下段の回路の

ように変換することで，等価的に T型の補償回路として扱うことが可能となる。つまり，電源周波数が固定の

条件で解析している限り，電力マップがもつ特徴は回路が高次になっても本質的に変化しないと言える。

4.4 まとめ

この章では，巻線抵抗などの損失を無視することで，T型補償回路における電力マップと Zre f 軌跡の幾何的

特徴を解析的に導出した。また，具体的な数値解析例を示すことで，代表的な電力マップの形状と，回路パラ

メタの関係を明らかにした。さらに，任意のはしご型回路は Y-Δ変換によって T型補償回路に変換可能であ

ることを説明し，一般的なWPTシステムの補償回路にはしご型の構成が利用されることから，多くの補償回

路がこの枠組で解析可能となる。





43

Chapter 5

送受電分割と可視化に基づく補償回路設
計論

5.1 はじめに

本章では，前章までに導出した手法を用いた非接触給電システムの補償回路設計手法を２つ説明する。まず，

非接触給電システムの実用的使用条件を考慮したときの定格電力を送るための補償回路の統一的設計方法を提

案する。次に，結合係数が変動したときの出力伝送電力の変動を抑制する補償回路の設計方法を提案する。

前者の設計では，実用的使用条件として，電源の電流・電圧，送受電コイルの電流制約，コイルの位置ずれ

による結合係数の変動を考慮する。前記条件を制約条件とするような最適化問題として補償回路設計を定式化

することで，設計要求値を満たす補償回路が求められること示す。後者の設計では，設計問題を幾何問題とし

て解釈することで電源電圧一定条件下で，出力電力の平滑化が実現可能なことを示す。

5.1.1 制御の前提条件

以降の補償回路設計の提案において，Table 5.1のように電源電圧と負荷の制御を想定している。○は制御あ

り，×は制御をしないことを意味している。

5.2では，負荷が直接整流回路に繋がれているような場合を想定し，負荷電力を電源にフィードバックする

ことで，目標負荷電力が得られるように，電源電圧を制御するシステムを想定する。負荷の制御が可能なケー

スでは，負荷変動を抑えることができるようになり，補償回路の設計としてはより簡単な問題となるためここ

では検討しない。

一方，5.3では，電源電圧及び，負荷の値を一定として結合係数の変動に対応する。このとき，負荷の制御

により交流側からみた見かけ上のインピーダンスが一定となるように制御することで，設計を見通しよく行え

る。しかし，負荷の制御行われず大きく変動する場合，本研究の成果は限定的な条件下でしか利用できない。

5.2 電圧電流制約を満たし定格電流を送る補償回路設計

5.2.1 設計対象の補償回路とシステム

本設計では，電源，送受電コイル，負荷それぞれ１つずつ繋がれており，送受電コイルの結合は一つだけの

システムを考える。また，本論文では共振条件は満たさない場合も考える。
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Table 5.1: Control of the WPT system

Source voltage control Load control Note

5.2 ○ ×（○） Load control makes design easier

5.3 × ○（×） Load condition is assumed as constant

5.2.2 本設計で考慮する条件

本設計では，次の条件下で定格電力を送れる補償回路を設計することを目指す。

1. 電源電流：インバータの電流制約から上限が決まる。

2. 電源電圧：インバータの電圧制約から上限が決まる。電圧値は制御によって連続的に変化させることが

できる。

3. 送受電コイル電流：コイルの熱的制約から決まる。

4. 電源位相：力率・効率・設備保護の観点から決まる。

5. 結合係数：送受電コイルが設計対象とする位置関係に対応する値すべてを考慮する。

6. 送受電コイルの自己インダクタンス：送受電コイルの位置関係による自己インダクタンスの変動を考慮

する。

7. 負荷：設計において考慮すべき負荷変動の範囲すべてを考慮する。

5.2.3 電力等高線を利用した定格給電可否判定

まず，設計した補償回路が位置ずれや負荷の変動などがある場合に，上記条件を満たしつつ定格給電可能か

判定する必要がある。そこで，与えられたWPTシステムが負荷や結合の変動に対して各種制約を満たしなが

ら定格給電ができるかを素早く評価する方法を説明する。

定格給電可能領域の導出

負荷で必要とする定格電力 Pout の出力可否を判定する。

電力マップにおいて Pout より大きな伝送電力が得られる Zre f 上の領域を定格給電可能領域と定義し，これ

を求める。定格給電可能領域は 3章と 4章で求めた電力マップから導出可能である。

(4.4)より，Pout より大きな電力を送れる Zre f 条件は，必ず Pout の円条件の内側に存在する．つまり，電源

の最大電圧 Vmax のもとで，Pout より大きな電力を供給できる Zre f 領域 S V は次の式で表され，Fig. 5.1の赤い

領域に対応する。
(Rre f − R0V )2 + (Xre f − X0V )2 ≤ R2

0V X1 + X2 , 0

Rre f ≥
X2

2 Pout

V2
max

X1 + X2 = 0
(5.1)

(R0V , X0V ) =
V2

max

Pout

X2
2

2(X1 + X2)2 ,−
X1X2

X1 + X2
− X3

 (5.2)
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𝑋𝑟𝑒𝑓

𝑅𝑟𝑒𝑓

𝑆𝑃out

𝑆𝜃

𝑆𝐼

𝑆𝑉

𝑆𝐿

Fig. 5.1: Graphical representation of available transmitted power to the receiver side under electrical constraints

S Pout .

同様に，最大電源電流 Imax の条件下で Pout 以上の電力を供給できる領域 S I は次のようになる。Rre f =
Pout

I2
max

X2 = ±∞

(Rre f − R0I)2 + (Xre f − X0I)2 ≤ R2
0I otherwise

(5.3)

(R0I , X0I) =
(

I2
max

2Pout
X2

2 ,−X2 − X3

)
(5.4)

さらに，電源電流が θ以上電源電圧に対して進相とならない Zre f の領域 S θ は次の式で与えられる．
(Rre f − R0θ)2 + (Xre f − X0θ)2 ≥ r2

θ , X1 + X2 > 0
Xre f ≤ −XI , X1 + X2 = 0
(Rre f − R0θ)2 + (Xre f − X0θ)2 ≤ r2

θ , X1 + X2 < 0
(5.5)

(R0θ, X0θ) =
− X2

2 tan θ
2(X1 + X2)

,−X3 −
X1X2 + X2

2/2
X1 + X2

 (5.6)

rθ =
X2

2 cos θ
2(X1 + X2)

(5.7)

送電コイル電流 IL1−limit の上限を超えない Zre f 領域 S L は次の式で与えられる。

Rre f ≥
Pout

I2
L1−limit

(5.8)

最終的に Pout 以上の給電が可能な Zre f 領域 S Pout は，上述の 4領域を同時に満たす領域であり，各領域の積

集合を取ることで求まる。

S Pout = S V ∩ S I ∩ S θ ∩ S L (5.9)

つまり，S Pout は，Fig. 5.1の白線で囲った領域であり，Pout 以上の電力を給電できる領域に対応する．

この領域が定格給電可能領域である。
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Fig. 5.2: Judge map of power transmission with satisfying the constraints.

定格給電可能領域を利用した給電可否判定

与えられた負荷と結合状態に対して (3.8) により Zre f 軌跡が得られる。この Zre f を (3.13) に代入すると

Pmax
trans が得られる。このとき得られた電力は，電源の制約を考慮した電源が供給可能な最大の有効電力である。

ここで，Zre f は負荷で要求される出力電力 Pout の関数である。したがって，Pout に対して Pmax
trans のほうが大

きければ電源の制御により入力電圧を下げることで Pout が実現できる。一方で，Pout が Pmax
trans より大きいと

き，いずれかの電源の制約に違反しなければ Pout は出力できないため必要な要求電力よりも小さな電力しか負

荷では得られないと判断できる。これを式としてまとめると次のようになる。Pmax
trans ≥ Pout (Feasible)

Pmax
trans < Pout (Un f easible)

(5.10)

(5.10)の条件は，Zre f 軌跡をプロットし，それが，定格給電領域 S Pout に含まれているかどうかを判定するこ

とで，視覚的に評価可能である。また，S Pout の外に Zre f 軌跡が存在する場合，Zre f 軌跡がどの領域に存在する

かで，違反している制約条件を把握できる。Fig. 5.2には，定格給電可能領域と，いくつかの Zre f 軌跡の一部

を黒丸で例として示した。各点の位置から制約を満たしているかを判定可能であり，その結果をまとめたもの

を Table 5.10に示した。このように，本手法により Zre f の位置によって違反している制約を素早く評価可能で

ある。

実験による妥当性検証

本マップの妥当性を評価するため，実験を行った。実験装置の等価回路と写真を Fig. 5.3と Fig. 5.4に示す。

また，各素子の測定値を Table 5.3に示した。このとき，結合係数に応じて送受電コイルの自己インダクタン

スが変動する。したがって，3.3.4に基づく補正を加えるために必要な値及び，結合係数と自己インダクタンス

を Table 5.4に示す。

測定した値に基づき，定格給電可否判定を行った結果を Fig. 5.5に示す。

この図の (a)において，原点に近い点の集合は結合係数が最小のとき，かつ，負荷電圧の変動したときの Zre f
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Table 5.2: Judgment table

Region Imax Vmax IL1−limit 0 ≤ θ

1 Clear Clear Clear Clear

2 Over limit Clear Clear Clear

3 Clear Over limit Clear Clear

4 Clear Clear Clear Over limit

5 Clear Clear Over limit Over limit

6 Over limit Clear Over limit Clear

𝑉in

𝐿1𝐶1𝑝

𝐶1s𝐿1s
𝐿m

𝐿2 𝐶3𝑝

𝐶1s𝐿1s

𝑉𝑏

𝑍𝑎𝑐𝑍in

𝐶2𝑝

𝐿2s

𝐿2s

𝐶2𝑠

𝐶2𝑠

𝐶4𝑝

Fig. 5.3: An equivalent circuit of test bench for the experiment.

Table 5.3: Parameters of the system for simulation.

Name Value Name Value Name Value

L1s 12.5 µH C1s 64.00 nF C1p 222.48 nF

L2s 9.65 µH C2s 69.03 nF C2p 80.19 nF

f 85 kHz C4p 37.68 nF C3p 27.39 nF

L1nom 128 µH Vs 525 V

Imax 60 Arms IL1max 43 Arms IL2max 38 Arms

Vb 280 – 420 V Pout 6.6 kW

Table 5.4: Inductance variation of test bench according to position

L1 [µH] ∆L1 [µH] L2 [µH] k

Maximum coupling 123.0 -7.0 70.65 0.292

Minimum coupling 128.2 0.2 66.87 0.0963

軌跡に対応している。一方，原点から離れている点の集合は結合係数が最大のとき，かつ，負荷電圧の変動し

たときの Zre f 軌跡に対応している。Fig. 5.5(a)から，黒の実線で囲った条件では，Zre f の動作点が定格給電可

能領域の境界線である暗赤色の等高線の外側に存在する。したがって，負荷電圧 380Vより小さい条件では電

圧制約に抵触し，定格電力を送れないことが想定される。次に，Fig. 5.5(b)には，(a)を拡大した図を示した。

これをみると，負荷電圧が 280Vの条件で定格給電可能領域の境界線の外側に Zre f が存在するため，この条件

では送電コイル電流の制約に抵触し定格給電ができないものと考えられる。

以上の判定を踏まえて，実機での実験結果を Fig. 5.6に示す。薄い黒もしくは緑で示した領域はいずれの制
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Fig. 5.4: Picture of experimental setup.

(b) Zoomed judgement map

Coil current violation

(a) Judgement map 

Source voltage violation

Minimum coupling

Maximum

coupling

Fig. 5.5: Judgement map of the WPT system shown in Fig. 5.3.

約条件にも抵触せずに給電できる負荷電圧の条件を示している。この結果をみると，事前に Fig. 5.5で推定さ

れた条件で各種制約に抵触し給電できなくなっている。

以上のことから，提案した定格給電可能領域を用いた，システムの定格電力給電可否の判定は有効であると

言える。

5.2.4 送受電分離補償回路設計

ここでは，5.2.2で説明した制約条件を考慮した補償回路の設計方法について説明する。
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(b) Minimum coupling(a) Maximum coupling

Fig. 5.6: Source current and voltage and coil current measured in the experimental system shown in Fig. 5.3. The

area filled with pale black　 or green is the feasible range of load voltage.

設計全体の流れ

本設計では送電側と受電側を分け，受電側回路⇒送電側回路の順に補償回路を求める。回路の設計は本来送

受電回路をまとめて行うことで，より最適な解を求めることができる。しかし，本論文では，送受電回路を分

離することで後述する互換性を確保する設計を容易に行えるようにする。

一般的に，受電側の回路の力率を 1とすることがシステム全体の効率を上げるために重要であることが示唆

されている [77]．したがって，本稿では与えられた負荷と結合の変動範囲での Zs の位相角ができるだけ 0に

なるような受電回路を設計する．また，受電回路の設計で送受電コイルの定格電流以下で給電するための条件

を考慮する．

受電側回路の設計

受電回路の設計の手順を Fig. 5.7に示す．

Zs の設計目標

まずは，負荷変動について考える．今回はコンデンサ型フルブリッジダイオード整流器を用いるため，交流

のリアクタンス成分はほぼ Xac = 0と考えられ，Zac は負荷抵抗 Rdc から (5.11)で計算できる．

Zac =
8
π2 Rdc (5.11)

したがって，Zac の変動範囲の最小値 Rac−min と最大値 Rac−max は，それぞれ定格出力電力 Po と変動する直

流出力電圧 Vo の最低電圧，最高電圧から計算可能である．異なる構成の整流回路でも 3章に示した方法で Zac

を近似的に求められる．

次に，結合の変動について考える．結合係数の変動は物理的なコイルの位置関係に依存する (L1, L2, Lm)

の組として与えられる．特に本設計において重要な項目として相互インダクタンスが最小となる組を

(L1nom, L2nom, Lm−min)とし，そこからのコイルの位置変動に伴う自己インダクタンスの変動をそれぞれ ∆L1,∆L2

と定義する．

次に，送受電コイルの定格電流による制約を考慮する．受電コイルに流れる電流が IL2 のとき，出力電力は

次の式で計算できる．

Po = RsI2
L2 (5.12)



50 Chapter 5 送受電分割と可視化に基づく補償回路設計論
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Fig. 5.7: Flowchart of receiver circuit design.

つまり，受電コイルの電流に上限 IL2−limit が与えられた場合，定格出力を得るために必要な Rs の下限 Rs−min が

決まる．

Rs ≥
Po

I2
L2−limit

= Rs−min (5.13)

一方，送電側回路から受け取れる電力は (4.10)で規定され，Po を得るための Rre f の下限 Rre f min が (5.14)の

ように送電コイルの電流上限で決まる．

Rre f min =
Po

I2
L1−limit

(5.14)

Zs の位相角が 0近くに設計されたとき Zs ≈ Rs となるため，Ztra jectory
re f の実部 Rtra jectory

re f は，次の近似で求めら
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れる．

Rtra jectory
re f =

Rs

|Zs|2
(ωLm)2 ≈ (ωLm)2

Rs
(5.15)

(5.14)と (5.15)から，次のように Rs の上限 Rs−max が決まる．特に，本設計ではすべての結合条件での給電で

制約を満たす必要があるため，最も厳しい条件となる Lm−min での値を Rs−max として設定する．

Rs ≤
(ωLm−min)2

Rre f min
= Rs−max (5.16)

ただし，受電コイルの自己インダクタンス変動などで位相角は，0からずれることもあるため Rs−max の条件を

満たすことは，Rre f min の条件を満たすための十分条件ではない．したがって，実際の受電回路設計では Rre f min

について (5.14)の条件を Rtra jectory
re f が満たしているかを確認しなければならない．

以上の検討より，Rs に制約を与えることで送受電コイル電流制約を間接的に考慮することができた．

以上から受電側回路の設計を以下の最適化問題として定式化できる．

Objective : minimize tan θ2worst (5.17)
Given : Rac ∈ [Rac−min,Rac−max] (5.18)

Subject to : X4min ≤ X4 ≤ X4max, (5.19)
X5min ≤ X5 ≤ X5max, (5.20)
X6min ≤ X6 ≤ X6max, (5.21)
Rs−min ≤ Rs(Rac) ≤ Rs−max. (5.22)

Rre f min ≤
Rs

|Zs|2
(ωLm)2 (5.23)

ただし，最適化の目的関数 θ2worst は次の式で定義される．

tan θ2worst = max
Rac∈[Rac−min,Rac−max],Lm∈[Lm−min,Lm−max]

∣∣∣∣∣Xs(Rac)
Rs(Rac)

∣∣∣∣∣ (5.24)

この値は負荷と自己インダクタンス Zs の位相角に対応して決まる値であり，受電側の回路の力率の下限を最

大化している．

送電側回路の設計

次に，送電回路の設計を Fig. 5.8に示したフローチャートに基づき行う．

1. すべての Ztra jectry
re f mod を描画する．

2. Ztra jectory
re f mod をすべて含む領域 S re f を決める．

3. 選んだ領域 S re f が Po より大きい供給可能電力領域 S Po に含まれるような X1, X2, X3 をもとめる．

4. もっとも力率の高いものを採用する．

Ztra jectry
re f mod の描画

まず，設計した受電回路から得られる Ztra jectory
re f mod を描画し，Fig. 5.9に示したように軌跡が全て含まれるよう

な多角形領域 S re f を決める．各頂点の座標のうち，Xre f軸から離れている順に P1, P2, P3, . . . , PNとする．ま

た，Pi(RPi , XPi )とする．つまり，RPi+1 ≤ RPi である．
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Fig. 5.8: Flowchart of transmitter circuit design.

X1, X2, X3 の条件充足検証

定格電力を受電側に送るために必要な条件は，すべての Zre f 軌跡が S Po に含まれること，であるから，送電

回路の設計問題は次の様な最適化で解くことができる．

Objective : maximize p fmin (5.25)

Given : Ztra jectory
re f ∈ S re f (5.26)

Subject to : X1min ≤ X1 ≤ X1max, (5.27)
X2min ≤ X2 ≤ X2max, (5.28)
X3min ≤ X3 ≤ X3max, (5.29)
S re f ⊂ S Po . (5.30)
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Fig. 5.9: S re f with points

Table 5.5: Inductance variation of test bench according to position

Lm [µH] Coil alignment L1 [µH] L2 [µH] Lm [µH]

Lm−max (0,0,90) 123.0 70.65 27.28

Lm−min (75,100,160) 128.2 66.87 8.92

ここで，p fmin は S re f において最も力率が悪い動作点での力率を意味している．今，S re f において定電力 Po

の出力を目指すため，対象となる領域で最も力率が悪い時，インバータに要求される皮相電力が最大となる．

つまり，最低力率を最大化することにより皮相電力の低減を図ることができる．

もし，解が見つからなかった場合は，受電回路の設計で次点の解候補に対して送電回路の最適設計を行う．

これを解が見つかるまで繰り返し，受電側回路の解候補がなくなれば，与えられた制約条件を満たす回路は存

在しないため解無しで設計を終了する．

5.2.5 補償回路素子の選定

前節のアルゴリズムによって求めた回路の定数の値は，リアクタンスの値であり，具体的な素子の値に変換

する必要がある。このとき，所望のリアクタンス値を実現する補償素子の組み合わせは一意に決まらないため，

伝送電力以外の特性に合わせて決定しなければならない。最も基本的な考え方として，利用する補償素子の数

を最小化する事が挙げられる。この場合，Xi に対応する受動素子の値は次のように決まる。
Xi

ω
Xi >= 0

1
ω|Xi|

Xi < 0
(5.31)

5.2.6 電流制約と電源力率のトレードオフ

送受電コイルの電流制約を考慮し回路を設計する場合，共振設計と比べ電源の力率が低下する。ここでは，

電流制約の大きさと電源力率の大きさ間のトレードオフを検討する。
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Table 5.6: Given specifications

Name Value Name Value Name Value

f 85 kHz Vo 280 - 420 V Po 6.6 kW

Table 5.7: Current constraints patterns

Constraint pattern Imax IL1−limit IL2−limit

CP1 80 Arms 80 Arms 26 Arms

CP2 70 Arms 55 Arms 38 Arms

CP3 60 Arms 43 Arms 38 Arms
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Fig. 5.10: Final characteristics of the designed system.

5.2.7 共振設計と提案設計の比較

今回の設計に用いるコイルの位置関係とインダクタンスの関係を Table 5.5に示した．また，負荷条件につ

いて Table 5.6に示した．

まず，今回は比較対象として共振設計された SS回路と LCC/LCC回路 (DLCC)を考える．比較するにあた

り，電流制約を Table 5.7の 3パターン用意した．1つ目は，SS回路の共振設計において必要となる最大値に

合わせて決定している．2つ目は実験機の受電コイル電流制約を満たすように共振 LCC/LCC回路を設計した

場合に必要となる最大電流に合わせて決めている．3つ目は実験機が対応可能な最大値に基づき決められた値

である．また，電源電圧最大値の制約については常に Vmax = 445Vで一定である．

各補償回路の設計方法について説明する．SS回路では共振の基準として相互インダクタンスが最大のとき

の送受電コイルの自己インダクタンスを採用した．LCC/LCC 設計では出力電力が結合係数に比例するため，

電源電圧最大かつ相互インダクタンス最小で定格電力を出力できるように補償回路設計する．さらに，これだ
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Fig. 5.11: Comparison of current and voltage at rated power transferred under CP1 condition. Black lines represent

limit values.

けではすべての補償素子の値を定めるのに不十分なため，受電コイルの電流制約を満たすような条件を与え補

償素子の値を決定した．CP2,CP3に対して SS回路は明らかに共振設計では制約を満たせないため，提案設計

法で X2 = ∞として非共振設計を行ったが解が見つからなかった．これは SS回路の設計自由度の限界を示し

ている．

以上の設計に基づく補償回路の各設計値を Table 5.8に示した．表において，Conv.1と Conv.2，Prop.1は電

流制約 CP1における SS共振設計，LCC/LCC共振設計，提案設計で得られる補償素子の値である．SS回路に

おいては CX3,CX4 はそれぞれ送電側，受電側の直列補償コンデンサの値に対応している．Conv.3と Prop.2は

CP2の条件下で LCC/LCC共振設計と提案設計により得られた補償回路の値である．Prop.3は提案設計により

実験装置の持つ制約をすべて満たすように CP3の条件のもとで設計したときの各素子の値を示している．ま

た，Prop.3での Ztra jectory
re f と S Po を Fig. 5.10に示した．これをみると Ztra jectory

re f がすべて S Po に含まれており

設計が正しく行われている．

CP1で設計したときの定格電力送電時の電圧電流の特性を Fig. 5.11，CP2,CP3で設計したものを Fig. 5.13

に示した．Fig. 5.11では電源電圧と受電コイル電流の制約については制約条件の決定方法からすべての方式が

満たす．相互インダクタンスが最大のときと最小のときで必要とされる電流と電圧の値が大きく異なる．さら

に，電源電流と送電コイル電流の相互インダクタンスに対する関係は SS 回路方式を除いて負の関係がある．

つまり，相互インダクタンスが小さい時，必要な電源電流は小さく，送電コイル電流は大きくなる．逆に，相互

インダクタンスが大きい時，必要な電源電流は大きくなり送電コイル電流は小さくなる．これは，定格電力の

給電が可能な相互インダクタンスの範囲を大きく設定すればするほど，設計においてシステムの各コンポーネ
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Fig. 5.12: Comparison of power factor to the variation of load and coupling.

Table 5.8: Designed compensation parameter

Case
LX1

[µH]

CX2

[nF]

CX3

[nF]

CX4

[nF]

CX5

[nF]

LX6

[µH]
CP

Conv.1(SS) 28.46 52.43 CP1

Conv.2(DLCC) 10.44 128.7 29.77 88.45 128.7 27.23 CP1

Conv.3(DLCC) 15.26 229.8 31.04 72.68 188.2 18.63 CP2

Prop. 1 10.50 340.1 29.50 79.28 128.7 26.30 CP1

Prop. 2 15.24 232.9 29.99 66.32 188.0 16.78 CP2

Prop. 3 17.55 202.6 30.33 135.9 122.4 66.08 CP3

ントが対応すべき電流の最大値が大きくなることを示している．一方で，受電コイルの電流は結合状態によら

ず一定となっている．これは，(5.12)に相互インダクタンスに関する変数が含まれていない事実を示している．

さらに，CP1,CP2 で制約条件を揃えた場合，提案設計による得られた回路は LCC/LCC とほぼ同じ値とな

り，提案設計法が共振設計を包括した設計法になっていることが確認できる．両者の値の若干の違いは提案設

計では自己インダクタンスの変動を考慮し，受電回路の位相の変動抑制を優先しているためである．結果とし

て，Fig. 5.12に示したように，相互インダクタンスが変動したときの平均的な力率は Prop.1の方が高くなっ

ている．一方で，SSではインダクタンスの変動により力率が大幅に悪化することが確認できる．

Conv.3と Prop.3から得られた回路の負荷と相互インダクタンスの変動に対して定格電力を送った場合の電

圧電流の特性を Fig. 5.13に示した．この結果から Conv.3では電源電圧と受電コイル電流の制約をみたすこと

ができているが，Lm−max で電源電流を，Lm−min では送電コイル電流の制約を満たせてない．一方で，提案法は

すべての負荷条件および結合条件で制約を満たしている．また，必要な最大の電源電圧の最大値が若干下がっ

ていることが読み取れる．

このときの力率を Fig. 5.14に示した．Prop.3では Conv.3よりも負荷変動に対して力率の低下が大きい．こ

のように最大電流の制約が厳しくなった場合に力率が低下する関係がある．そこで，受電コイルの電流制約を

固定し，送電コイル電流と，電源電流の制約条件を変えたときに得られる回路の負荷及び相互インダクタンス

の変動範囲で最低力率を Fig. 5.15に示した．
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Fig. 5.13: Comparison of current and voltage at rated power transferred between Conv.3 and Prop.3. Black lines

represent limit values.

この図から送電コイル電流が IL1−limit =57 A 以上，Imax = 69A 以上の領域では，ほぼ一定の力率となって

いる．この領域はちょうど，Conv.2 の設計の CP2 と一致している．つまり，力率の低下を容認することで，

LCC/LCC共振設計で必要とされる電流・電圧より低い定格電流電圧を設定することができる．

さらに電源電流の上限を下げていくと，あるところから急激に力率が低下する領域が現れる．この領域は

IL1−limit が増えることで，Rs の許容領域が広がり，Ztra jectory
re f が Rre f軸方向の直線形状となる．このような直線

的形状の Ztra jectory
re f を S Po が含むために最低力率が小さくなる．これは，電源電流の上限が電源の仕様から与

えられた場合に，ある一定以上の力率での給電を実現するにはこの低力率領域に入らないように送電コイルの

電流の上限を設計する必要がある．

5.2.8 実際の給電システムを利用した設計

ここでは，Fig. 5.3で示したシステムに対して提案設計手法を利用し，制約条件を考慮した設計を行う。

システム概要

基本的なシステムの制約条件は Table 5.9に示したものとする。対象システムは，自動車用非接触給電シス

テムとしてメーカで開発されていたプロトタイプに相当するものである。そのため，補償回路の構成が一般的

な非接触給電システムのものと異なっている。また，標準化規格策定以前の開発品であるため，SAE J2954に

掲載されている回路と異なる点がある。そこで，設計対象システムは，Fig. 5.3と異なり，整流回路を一般的
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Fig. 5.14: Comparison of power factor to the variation of load and coupling.
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Fig. 5.15: Minimum power factor of the designed system for different current constraints.

Table 5.9: Parameters of the system for design.

Name Value Name Value Name Value

f 85 kHz L1nom 128 µH Vin 450 Vrms

Imax 60 Arms IL1max 43 Arms IL2max 38 Arms

Vb 340 – 400 V Pout 6.6 kW

なコンデンサ並列接続型のものとし，設計後の補償回路は T型で実装する。さらに，負荷電圧の範囲が 340 –

400 Vとなっている。

以下での検討では，現在 SAE J2954 で検討されている Fig. 5.17 に示した補償回路への設計として考える。

本設計の結果は 4.3.4での議論から，電力面において大きな劣化なく Fig. 5.3の補償回路へと展開可能である。

再設計結果

再設計を行ったパラメタを Table 5.10に示す。

設計後の定格給電マップを Fig. 5.18 に示す。これをみると，すべての動作点が定格給電領域に含まれて
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Fig. 5.16: Comparison of current and voltage at rated power transferred between calculation and simulation for

Prop.3.
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Fig. 5.17: Equivalent circuit of the system designed to fulfill all given constraints.

いる。

実験による設計の妥当性確認

上記で求めた素子の値となるように補償素子を製作し実験を行った。実験結果を Fig. 5.19 に示した。薄い

黒で塗りつぶされている領域では，すべての制約を満たした給電が行えている。それぞれの範囲は，結合が最

大及び最小の両方で負荷変動 340 – 400Vを含んでおり給電条件を満たせている。Fig. 5.6に示した当初設計さ

れたシステムでは，結合係数が強い場合に負荷電圧 380V以下で給電ができない条件が存在する。一方，提案

法によって設計したものでは，結合が最大の条件での給電も 85kHzの単一周波数で実現できている。

また，結合最大の条件で伝送効率は 90％，結合最小の条件で最低伝送効率 86.7％となった。さらに，Fig.
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Table 5.10: Parameters of the system for design.

Name Value Name Value Name Value

Lx1 24.96 µH CX2 189.5 nF CX3 30.03 nF

CX4 63.28 nF CX5 174.3 nF LX6 3.6 µH

Vb 340 – 400 V Pout 6.6 kW
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Fig. 5.18: Judgement map of the designed system by the proposed design method.

5.20には負荷電圧 340Vでの電源電流及び電源電圧の波形を示した。この電圧電流波形から電流が電圧の立ち

上がりに対して遅れている。つまり，遅れ力率での運転ができている。

以上の実験結果から，複数の制約条件を満たす補償回路の提案設計法が有効であることが示せた。

5.3 結合変動に対する電力動揺平滑化補償回路設計

5.3.1 設計対象の補償回路とシステム

本設計では，電源，送受電コイル，負荷それぞれ１つずつ繋がれており，送受電コイルの結合は一つだけの

システムを考える。また，本論文では共振条件は満たさない場合も考える。

5.3.2 本設計で考慮する条件

本設計では，電源電圧，及び負荷抵抗値が一定の場合に，相互インダクタンスの変動範囲の最小値と最大値

を Mmin と Mmax とし，この変動範囲内での電力変動を最小化することを目的とする．このとき，出力電力は

定格電力 Pm を下回らないものとする。
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(b) Minimum coupling(a) Maximum coupling

Fig. 5.19: Measured data of source current/voltage and coil current.

(a) Maximum coupling
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Fig. 5.20: Waveform of source current and voltage at load voltage 340V.

5.3.3 電力平滑条件の導出

設計問題の幾何学的解釈

まず，出力電力 Pout を実現できる Zre f 領域は (4.4)から円である．この円を Op とする。４章の議論から次

のことが言える。

1. この円は常に Xre f 軸に接する形状である。
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Fig. 5.21: Power circles. Output power is less than Pout in blue region and larger in red one. Every center of the

circle is on the specific line parallel with Rre f ax.

2. 出力電力が大きいほど半径が小さくなる。

3. 中心は常に同一 Rre f 軸に平行な直線上に存在する。

５章で明らかにしたように，Pout の円より内側では必ず Pout より大きな出力電力が得られ，外側では Pout より

小さい出力しか得られない．つまり，Zre f 軌跡が Zre f 平面上で円 Op の内側にあることが Pm 以上の電力を負

荷で得るための条件であるといえる．

次に，位相条件との関係を説明する．位相が 0以上となる領域を考えると，(4.8)は次のようになる．
(Rre f − Rθ)2 + (Xre f − X0θ)2 ≥ r2

θ , X1 + X2 > 0
Xre f ≤ − tan θRre f + X2 + X3, X1 + X2 = 0
(Rre f − Rθ)2 + (Xre f − X0θ)2 ≤ r2

θ , X1 + X2 < 0
(5.32)

(R0θ, X0θ) =
− X2

2 tan θ
2(X1 + X2)

,−X3 −
X1X2 + X2

2/2
X1 + X2

 (5.33)

rθ =

∣∣∣∣∣∣∣X
2
2

√
1 + tan2 θ

2(X1 + X2)

∣∣∣∣∣∣∣ (5.34)

この条件をそれぞれの場合について Fig. 5.22に示した．これらの位相条件を示す円は Xre f 軸上に中心がある．

さらに，円と Xre f 軸の交点のうちの一方に，Op の中心が存在する Xre f 座標と一致する．

相互インダクタンスが変動したときの Zre f 軌跡は４章で議論したように原点を通る直線となる。したがっ

て，今回のように相互インダクタンスに変動範囲がある場合，軌跡の形状は線分となる。

さて，出力電力が Pm を下回らない条件は，Pm に対応した円 Opm の内側に線分 Zre f が存在することである．

このような幾何的特徴に基づくと，電力変動を最も抑制できるのは Fig. 5.23のように，結合係数の変動に対応

した Zre f 線分のちょうど両端点が Opm 上にあるときである．このとき，Mmin と Mmax で出力電力が Pm とな

る．さらに，Zre f 軌跡が直線であることから，Mmin と Mmax で得られる電力を等しくすると，その間の結合領

域では必ずより Pm よりも大きな電力が得られることが保証されることも視覚的に理解できる．

設計問題の幾何的解法

設計では，まず線分 Zre f に対して次の条件を満たす円を見つける．１つ目の条件は出力電力が Pm を下回ら

ないことを保証するための条件である。２つ目の条件はインバータが進相運転をしないために必要な条件で
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Fig. 5.22: Phase condition lines at θ = 0. Purple, pink and red lines represent the conditions that X1 + X2 is larger

than 0, equal to 0 and smaller than 0, respectively. Current is lagged if Zre f in the lag region.
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Fig. 5.23: Geometrical representation of minimum power variation condition. A red line is Zre f line.

ある。

1. 与えられた Zre f 線分の両端点 Zrm,ZrM を通り，Xre f 軸に接する等電力円 Opm を選ぶ．

2. 電源電流に関する位相条件 θd を満たすように，等位相差円の半径 rθ を決める．

この条件を満たす円 Opm の中心座標と Oθ の半径を求め，(4.5),(4.9)の条件を連立した，(5.35)を解くこと

で，X1, X2, X3 が (5.36)のように求まる．

∣∣∣∣∣∣∣X
2
2

√
1 + tan2 θd

2(X1 + X2)

∣∣∣∣∣∣∣ = rθ

(Rpm, Xpm) =
 V2

in

Pout

X2
2

2(X1 + X2)2 ,−
X1X2

X1 + X2
− X3

 (5.35)
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Fig. 5.24: Two possible circles tangent to the Xre f axis and passing through Zrm and ZrM . A red line is Zre f line. l1
is the equation of a line perpendicular to Zre f line and passing the midpoint of Zrm and ZrM .

(X1, X2, X3) =
(

B
√

A
(1 −

√
A), B,−B(1 −

√
A) − Xp

)
,(

− B
√

A
(1 −

√
A),−B, B(1 −

√
A) − Xp

)
,(

B
√

A
(1 +

√
A),−B, B(1 +

√
A) − Xp

)
,(

− B
√

A
(1 +

√
A), B,−B(1 +

√
A) − Xp

)
, (5.36)

where A =
2PoutRpm

V2
in

, (5.37)

B =
2rθ| cos θd |√

A
. (5.38)

Opm の導出

以下では，Opm と Oθ の決定方法について説明する．冒頭で説明した条件を満たす円 Opm は Fig. 5.24に示

したようにたかだか 2つしか存在せず，その半径は幾何学的に求められる．

まず，|Zrm|を l，|ZrM | = αl，として OTp の長さを二通りで表す．ただし，αは (5.39)で定義される．

α =

(
Mmax

Mmin

)2

(5.39)

線分 |OS |の長さを lm とすると |OTp|は (5.40)と表せる．

|OTp| = |OS | sin θ2 (5.40)

△OTpOpm において三平方の定理より (5.41)となる。また，△OMOpm と △ZrM MOpm にそれぞれ三平方の定
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理を適用し，|MOpm|が共有されていることに注意し式を変形すると，(5.42)となる。

|OTp|2 = |OOpm|2 − |TpOpm|2 (5.41)

|OOpm|2 = |OM|2 + |OpmZrM |2 − |MZrM |2 (5.42)

(5.41)に (5.42)を代入することで次の式が得られる。

|OTp|2 = |OM|2 + |OpmZrM |2 − |MZrM |2 − |TpOpm|2 (5.43)

ここで，円の半径が等しいことから，|OpmZrM | = |TpOpm|が成り立つ。さらに，|OM| = (|OZrm| + |OZrM |)/2で
あるから，(5.43)の式を lm について解くことで，lm の長さは次の式で決まる．

lm = ±
√
α

l
| sin θ2|

(5.44)

さらに，法ベキの定理より (5.46)の関係式が成り立つ．

|S Tp|(|S Opm| + |TpOpm| = |S Zrm||S ZrM | (5.45)
lm cos θ2(lm cos θ2 + 2Rpm) = (lm + l)(lm + αl) (5.46)

(5.44)を (5.46)に代入すると，Rpm は次の式で求まる．

Rpm =
α + 1 + 2

√
α sin θ2

2 cos θ2
l (5.47)

R′pm =
α + 1 − 2

√
α sin θ2

2 cos θ2
l (5.48)

したがって，Tp と T ′p の座標は (5.44)からそれぞれ，次の式で求められる．

OTp = −
√
αl (5.49)

OT ′p =
√
αl (5.50)

Rpm と OTp は Opm の中心座標と一致するため，Rpm と Xpm が求まる．

(Rpm, Xpm) = (Rpm,OTp), (R′pm,OT ′p) (5.51)

rθ の導出

インバータの運転を電流が遅れる条件で行えるように rθ を決定する。与えられた結合条件の範囲で電流が遅

相となるためには，Fig. 5.22の lag領域に線分 Zre f が全て含まれれば良い.

等位相円 Oθ の Xre f 軸との交点のうち Tp ではない方の点を TI とする。TI が Tp よりも小さいなら，Fig.

5.25の青線で示したように線分 Zrm が位相 θd における円の外側にあればよい．逆に，TI が Tp よりも大きい

なら，Fig. 5.25の赤線で示したように線分 Zrm が位相 θd における円の内側にあればよい．これらの条件を満

たすことで，(5.5)の条件を満たす．一方で，電源容量の観点から θd に近い条件で動作する方が好ましい。こ

の条件が満たされるのは，Oθ が Zrm もしくは ZrM の端点を通るか，線分 Zre f に接する円になる場合である．

今回の検討では Zre f が有限の長さを持っているため必ずしも円に接する条件が最小位相の条件を満たすわけで

はない。考えられる Zre f と Oθ の位置関係は 4つ存在し，それぞれについて Fig. 5.25に示した。Fig. 5.25aの

場合は，Oθ の内側が位相条件を満たす Zre f 領域のため ZrM が Oθ 上にある時条件を満たす。残りの条件では

Oθ の外側が位相条件を満たす領域である。線分 Zre f の長さによって，線分の端点が Oθ 上に存在する場合と，

Oθ に接する場合の二通りがある。
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Fig. 5.25a でマゼンダの線で示したように，線分 Zre f の両端のどちらかが位相条件の境界となる場合の Oθ
の半径は Tp と ZrM の中点 Mp を通り，その線分に垂直な線と，Tp から θd だけ傾いた線分が交わる点が Oθ と

中心となり，半径 rθ は TpOθ となる．∠ZrMTpOを θm とすると，∠MpOpmTp = θm であるため，次の計算で求

められる．

Fig. 5.25bのように Øθ が Zre f に接する場合を考える。このとき，Tp，Oθ それぞれから，Zre f におろした垂

線の足をそれぞれ HT，Hθ とする。さらに，線分 Zre f の延長線と，線分 TpOθ の延長線が交わる点 Qを考える

と，△QTpHT ∼ QOθHθ の関係から次の関係式が成り立つ。

QTp : QOθ = TpHT : OθHθ (5.52)

さらに，TpHT = OTp cos θ2 であるから，この式を (5.52)に代入し，rθ について解くことで求まる。

Fig. 5.25cのように円と線分 Zre f が交わる場合，Fig. 5.25aのときと同様に，考えることで rθ を求められる。

TpMp は △OpmTpMp に注目することで θm を用いることで次の式で表される。

TpMp = Rpm cos(θm −
π

2
) (5.53)

さらに，∠MpTpOθ = π − θm − θd から最終的に rθ は次の式で求まる。

rθ =
sin θm

cos (θm − θd)
Rpm (5.54)

rθ =



sin θm
cos (θm + θd)

Rpm (TI > Tp)∣∣∣OTp cos θ2
∣∣∣

1 − cos (θd − θ2)
(TI < Tp and sin θd + sin θ2 < RrM

rθ
)

sin θm
cos (θm − θd)

Rpm (Otherwise)

, (5.55)

θm =∠ZrMTpTI (5.56)

Fig. 5.25で青線で示したように，円 O′θ が線分 Zre f に接する場合，T ′p と O′θ から，直線 Zre f へ降ろした垂線

の足を HT ,Hθ とすると，半径 rθ は △HT T ′pQ ∼ △HθO′θQの関係から次の計算で求められる．

QT ′p : QO′θ = T ′pHT : O′θHθ (5.57)

さらに，T ′pHT = OT ′p cos(θd − θ2)であるから，この式を (5.57)に代入し，rθ について解くことで求まる。Fig.

5.25eに示したように，Zre f と交わる条件のとき，Fig. 5.25aでの導出と同様の手順で計算をすることで次の式

で求まる。

sin θ′m
cos (θ′m − θd)

R′pm (5.58)

等位相差円と Zre f が接する場合と交わる場合の境界条件を導出する。

境界条件では，Fig. 5.26のように O′θ からおろした垂線の足 Hθ が Zrm と一致する。このような位置関係と

なる条件を考える。

O′θ，Hθ からそれぞれ Xre f 軸におろした垂線の足を H1，H2 とし，O′θ から H2Hθ におろした垂線の足を H3

とする。このとき，rθ を利用することで，H1O′θ = rθ sin θd となる。同様に，H3Hθ = rθ sin θ2 と求められる。

このとき，H2Hθ の長さは次の式で求まる。

|H2Hθ| = rθ sin θd + rθθ2 (5.59)
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Fig. 5.25: Oθ at different θd. Regions of outside of a blue circle corresponding to O′pm and inside of a red circle

corresponding to Opm represent phase difference larger than θd.

境界条件では Hθ と Zrm が一致するため次の等式が成り立つ。

|H2Hθ| = |H2Zrm| (5.60)

したがって，最終的に得られる Fig. 5.25dとなる条件は次の式で与えられる。

rθ ≤
(

cos θ2
sin θd + sin θ2

)
|Zrm| (5.61)

r′θ =


sin θ′m

cos (θ′m − θd)
R′pm

(
TI < Tp and sin θd + sin θ2 < Rrm

rθ

)∣∣∣OT ′p cos θ2
∣∣∣

1 + cos (θd − θ2)
(Otherwise)

. (5.62)

θ′m =∠ZrmT ′pTI (5.63)

(5.62)は ∠OT ′pZrm < θd < ∠OT ′pZrM が満たされているとき利用できる．

補償回路の設計

補償回路の設計は次の順で行う．

1. 負荷抵抗及び，電源電圧，結合係数変動範囲，定格電力を決める.

2. (5.39)から αを求め，必要な電力変動幅を決める．
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Fig. 5.26: Border condition of rθ derivation.

3. (5.70),(5.71)から θ2 を決める．このとき，(3.8)から Zrm が (5.75)の条件を満たすことを確認する．

4. (5.47)と (5.49)または，(5.48)と (5.50)から Opm または，O′pm の中心座標を求める．

5. θd を決め，(5.55)または (5.62)のうち適切な式に代入することで，rθ を計算する．

6. 求めた Opm と Oθ の半径から (5.36)を使って X1, X2, X3 を計算する．

7. 求めた X1, X2, X3 となる補償素子を選択する．

(5.36)からわかるように，X1 から X3 の組み合わせは複数得られる。電力伝送特性の観点からはいずれの素

子構成でも同一の特性を持つため，複数の候補から一つに絞るには電力とは別の評価項目が必要となる。複数

の組み合わせ候補からの選択基準として，補償素子のサイズや，高調波への特性の違いなどが考えられる。
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最大電力変動率の算出

ここでは，最大の電力変動率を計算する．Mmin から Mmax の範囲で出力電力が最大となるのは，Fig. 5.27の

ように線分 Zre f を通過する円のうちで最も半径の小さい円 OpM と接するときである．このとき，OpM の半径

に対応する電力が最大となる．

(4.4)から出力電力は Opm，OpM の半径に反比例するため，Rpm と RpM の比を取ることで，結合が Mmin から

Mmax まで変動するときの電力変動の最大比率を求めることができる．これは，単純な幾何の問題であり，相

似と三平方の定理から求めることができる．最終的に知りたいのは Rpm : RpM である．そこで，Fig. 5.27にお

ける |LM| : |LZH |を求める．
|ZrmZH |の lに対する比率を mとすると，|LO|の長さは (m + 1)l sin θ2 となる．このとき (5.64)が成り立つ．

LM : LZH = (m + 1)l sin θ2 +
α + 1

2
l : (m + 1)(sin θ2 + 1)l (5.64)

(m + 1)の値は，△MOpmZrM と △MOpmOが線分 MOpm を共有していることに注目し，三平方の定理を用い

て次の方程式を解くことで求まる．

|OTp|2 + |OpmTp|2 = |OOpm|2 (5.65)

|OOpm|2 − |OM|2 = |OpmZrM |2 − |MZrM |2 (5.66)

|OZH |2 + R2
pm = |OM|2 + R2

pm − |MZrM |2 (5.67)

ここで，|OZH | = |OTp|の関係を利用している．
最終的に次の mに関する方程式が得られる。

R2
pm −

(
α − 1

2

)2

l2 = (1 + m)2l2 + R2
pm −

(
α + 1

2

)2

l2 (5.68)

この方程式を解くと m + 1は次の式で求まる．

m + 1 =
√
α (5.69)

すると，最終的に電力変動率は (5.64)に (5.69)を代入することで次のように求まる．

∆peak =
LM
LZH

=
2
√
α sin θ2 + α + 1

2
√
α(1 + sin θ2)

(5.70)

∆′peak =
−2
√
α sin θ2 + α + 1

2
√
α(1 − sin θ2)

(5.71)

それぞれ，Opm と O′pm に対応している。

Fig. 5.28 には α が変化したときの反射インピーダンス角度 θ2 に対する最大電力変動比率 ∆peak を示した．

Fig. 5.28aと Fig. 5.28bより，αが大きいほど電力変動比率も大きくなり，インピーダンス角に対して単調増

加または単調減少となる．現実の設計では ∆peak　と∆′peak のうちより電力変動の小さい方となるように設計す

るため，両者の最小値，つまり，∆min
peak = min (∆peak,∆

′
peak)が実現可能な電力変動比率となる。Fig. 5.28cから，

θ2 が 0から外れるにつれて変動比率は小さくなる。つまり，受電側回路の共振をずらすことで，より電力変動

を抑えられる．また，ある αに対して (5.70)の最小値を計算すると，(5.72)となり，これが補償回路によって

実現可能な電力変動抑制効果の限界となる．これ以上の電力の変動を抑制したい場合には制御による対策が必

要となる。

∆peak =
(
√
α + 1)2

4
√
α

(5.72)
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Fig. 5.27: Two possible circles tangent to the Xre f axis and passing through Zrm and ZrM . A red line is Zre f line. l1
is the equation of a line perpendicular to Zre f line and passing the midpoint of Zrm and ZrM .
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Fig. 5.28: Power variation to angle of reflected impedance and α.

電力の変動率と電力伝送特性の間のトレードオフ

補償回路の設計によって抑制可能な電力変動率は前述の項で明らかにした。上記で導出した電力変動抑制法

を利用した場合，出力電力の平滑化が可能になる一方で，電源力率の低下やシステムの電力伝送効率の低下が

発生する。

効率

反射インピーダンス角 θ2 を大きくすることで電力変動を抑えられることを説明したが，現実の回路には巻

線抵抗が存在するため，反射インピーダンス角が大きくなると効率が非常に低くなる．そこで，送受電コイル

の抵抗値を間接的に考慮する．

受電側回路の効率は受電コイルの抵抗値を,R2 として次の式で計算できる．

η2 =
Rac

Rac + R2
(5.73)
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(c) θ2 = −35

Fig. 5.29: Zre f trajectory of varying RL at constant output power.

電源が供給した電力のうち受電側に送られる電力は送電コイルの抵抗 R1 から次の式で決まる．

η1 =
Rre f

Rre f + R1
(5.74)

すなわち，η1η2 が全体の効率では支配的になり，一定以上の効率を保つためには，次の条件が満たされてい

ればよい．

Rre f >> R1 (5.75)
Rac >> R2 (5.76)

受電側回路の高次化

線分 Zre f は Zs が変化しない場合，結合によってのみ決まるため，Zs が一致する限り補償回路の構成に依存

しない。したがって，S 回路に対して行った設計をより高次の補償回路に展開することも可能である。

定抵抗負荷の場合，インピーダンス軌跡が同一であれば，補償回路の違いによる伝送電力特性の違いはない。

定電圧負荷の場合

定電圧負荷の場合，4章で説明したように定抵抗負荷のときと電力伝送特性が変化する。したがって，定抵

抗での解析結果を定電圧負荷の場合にそのまま適用することはできない。しかし，部分的に応用可能な点があ

るため，その点に注意して検討することで同様の設計方法を定電圧負荷にも適用可能である。

線分 Zre f の両端では出力電力が，定電圧負荷の等価抵抗値を導出する基準となる電力が一致するため結合の

変動幅の両端では，条件がみたされる。それ以外の Zre f 上の点では，出力電力は定抵抗負荷の場合と異なって

くる。出力電力は定抵抗負荷の場合と比べより抑制される場合と，逆に変動幅が増加する場合がある。これは

負荷 RL の変化に対する Zre f の軌跡と電力等高線の形状から判定することができる。

線分 Zre f 上のある点を考える。定電圧負荷の電圧を Vout とすると，定格出力 Pm のときの等価抵抗値 Rnom

は次の式で求まる。

Rnom =
V2

out

Pm
(5.77)

定電圧負荷のときの出力電力の導出方法は，Fig. 5.29のように基準となる点から RL を変化させたときの Zre f

軌跡に基づき電力のグラフを読み取った値と負荷抵抗値と負荷電圧の関係から導出できる。

定抵抗負荷 Rnom のときの出力電力を Pnom とすると，電力のグラフは Fig. 5.30のようになる。このとき，電

力関数の値も同時にグラフに示すと，緑線のようになる。実際の出力電力は，緑線と青線の交点となり，この
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Fig. 5.30: Output power under constant voltage and available power function.

電力を Pout とすると，青線が Rdc に対して単調な関数であるため，Pout は必ず Pm より大きいことが保証され

る。さらに，Rnom での傾きが正の場合，Pnom ≥ Pout となる。このとき電力変動率は定抵抗負荷の場合よりも

小さくなる。逆に，傾きが負の場合，Pnom ≤ Pout となる場合もあり，このとき電力変動率は定抵抗負荷の場合

よりも大きくなる。

したがって，定電圧負荷の場合，Zre f 軌跡の特性が影響するため定抵抗負荷の場合と異なり，負荷側の回路

構成の違いを考える必要がある。

Fig. 5.31には θ2 = 0で設計した回路の 12Wの当電力等高線と Zre f 軌跡及び，出力電力特性を示した。これ

を見ると，定電圧負荷の場合と定抵抗負荷の場合で，出力電力が最大となる結合係数が異なるが，最大の電力

は同じである。これは，S回路の Zre f 軌跡が，結合の変化と負荷の変化に対して同じ形状になるからである。

同様に，θ2 = 35で設計した場合の回路特性を Fig. 5.32に示した。このとき，θ2 = 0と異なり，Zre f 軌跡が，

結合が変化する場合と負荷が変化する場合で異なる。結果として定電圧負荷と定抵抗負荷での出力電力特性が

異なり，最大電力値も異なる。このとき，最大電力地は定抵抗負荷のときよりも小さくなる。これは，上述し

たとおり，S回路の場合，負荷の変化に伴う Zre f 軌跡の関係から必ず，Pnom ≥ Pout となるため，定電圧負荷の

場合の電力変動が小さくなる。シミュレーションした各ケースについて解析したケースを Fig. 5.34に示した。

これをみると，受電側回路が S回路のとき，負荷の変化に伴う電力変化の極大値が Rnom より大きなところに

存在するため，定電圧負荷での出力電力が小さくなる。逆に LCCの回路の場合，電力変化の極大値は Rnom よ

り小さい点に存在するため，電力変動は定電圧負荷のときのほうが大きくなる。この電力変動を抑えるには，

Zre f 軌跡の形状が負荷抵抗値に対して大きくなるように設計すれば良い。

先行研究との比較

ここでは，電力抑制を補償回路の設計によって実現しようとする同種の先行研究との比較を行う。各手法に

よって得られる出力電力の比較と，電源電流の比較結果を Fig. 5.35に示した。この結果をみると，提案手法が

電力変動を抑えられていることがわかる。青線の手法では要求電力の下限を下回っている。これは，この手法

が負荷が効率最大となる条件に固定した設計を前提としており，今回の比較では負荷抵抗は前提条件として一

定のものとしているからである。

一方で，電源電流をみると，提案手法は他の手法に比べ電流値が大きくなっている。しかし，共振設計され

た S/S回路などに比べると小さい。これは，S/Sではインピーダンスが低下することで力率は 1に近いが出力

電流は大きくなるためである。
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Fig. 5.31: Power map and output power of designed LCC/S circuit(θ2 = 0).
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Fig. 5.32: Power map and output power of designed LCC/S circuit(θ2 = 35◦).

提案手法では，先行研究における最も電力平滑化効果の高い手法に比べ約 10 ％電力の変動幅を抑制でき

る。この抑制幅は Fig. 5.28から θ2 によって設計でき，結合係数の変動率が大きいほど効果が大きいと言える。

Tuned SP/S， Partial detuned LCC/S の 2 手法は θ2=0 に対応している。また，Tuned S/S，Detuned S/S では

4.3.1で議論したように，電力等高線の半径を変更することができないため，電力の平滑化効果は提案法に比べ

少し劣る。

5.3.4 実験による電力動揺平滑化効果の検証

電力変動率の抑制効果を検証するために実験を行った結果を示す。実験装置の構成を Fig. 5.36に示した。

今回の設計条件を Table 5.11に示した。実験結果とシミュレーション結果を Fig. 5.37に示した。実験によっ

て得られた出力電力は計算のときよりも小さくなっている。これは回路中の損失が要因である。そこで，実験

で得られた出力電力に，整流回路での損失を計算により補償した出力電力として赤丸で示した。この結果は計

算の結果とよく一致している。また，結合が小さい領域では効率が低下し，特に，出力電力が大きく整流回路

における電圧降下が小さい場合はその影響はさらに小さくなる。逆に小さい電力のシステム設計においてはこ

の損失を考慮し，出力電力を意図的に大きく設定するなどの工夫が必要である。
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Fig. 5.33: Power map and output power of designed LCC/LCC circuit(θ2 = −35◦).
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Fig. 5.34: Output power under constant voltage and available power function of Fig. 5.31-Fig. 5.33.

5.4 まとめ

本章では，補償回路の設計手法を 2つ提案した。1つは，様々な制約条件を満たしつつ，定格電力を給電で

きる補償回路設計手法であり，もう 1つは結合係数の変動に対する電力脈動を抑制する補償回路設計手法であ

る。1つ目の手法は電気自動車向けWPTシステムの互換性設計などへの応用が可能であり，本手法により複

雑な条件をまとめて考慮した補償回路設計を送受電システム毎に設計可能である。2つ目の手法では，送受電

コイルの位置ずれに対する出力電力のロバスト性を確保したい場合などに応用可能である。提案手法は，共振
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Fig. 5.35: Output power comparison by previous methods.
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Fig. 5.36: Equivalent circuit of the experimental system.

Table 5.11: Parameters for design

Name Values Name Values Name Values

VDC 20 V L1 156 uH L2 163 uH

kmin, kmax 0.08, 0.2 θd 0 f 85 kHz

Pm 12 W Rdc 12 Ω

θ2 0◦ 35◦

L1s 16.65 µH 14.33 µ H

C1p 24.49 nF 61.61 nF

C1s 22.99 nF 22.35 nF

C2 21.51 nF 19.94 nF

条件を前提としないことで，従来よりも高い電力変動抑制効果を実現できる。
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proposed method.
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Chapter 6

SAE J2954に基づく EV用静止中非接触給
電システムの給電評価と互換性設計

6.1 はじめに

本章では，提案電力伝送解析手法を用いて電気自動車向け非接触給電システムの国際規格である SAE

J2954 [12]に準拠したシステムでの評価及び設計を行う。本手法は規格内で示されている，磁束とインピーダ

ンスに基づく互換性評価手法と比較し，具体的な電圧電流値を利用することで電力を視覚的に扱うことができ

る。これにより，非接触給電システムの重要な性能である電力の評価と，補償回路の設計指針を得ることがで

きる。

6.2 SAE J2954について

電気自動車向けのWPTシステムの国際標準規格として現在検討されている SAE J2954には具体的な回路要

件やシステムが満たすべき要求事項が示されている。まず，ここでは，この規格の中から特に注目する点につ

いて詳細に説明する。

6.2.1 給電の要件について

本規格は駐車中の給電を想定しており，伝送可能電力と伝送可能距離によってクラスが決められている。電

力のクラスとして，WPT1～WPT4の 4つと 3つのコイル間ギャップクラス Z1～Z3（GC：Ground clearance）

が定められている。各電力クラスとギャップクラスを Table 6.1に示した。

電力の給電について，次の要件を満たすことがシステムが規格に準拠することを意味する。

1. 規定の電力クラスに応じた出力電力を

2. ギャップクラスによって決まるコイルの位置ずれ範囲と負荷電圧の変動範囲において

3. 一定の効率以上で送れること

6.2.2 相互運用性

規格内では，漏洩電磁界や給電における地車間の通信方式，給電性能に関する規定がなされている。本章で

は特に給電性能に関する相互運用性の評価と確保のための回路設計について議論する。

相互運用性とは異なる電力クラスやギャップクラスを持つWPTシステム同士であっても決められた給電性
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Table 6.1: Power class and Z class in SAE J2954

Power class WPT1 WPT2 WPT3 WPT4

Maximum input power 3.7 kVA 7.7 kVA 11.1 kVA 22 kVA

Gap class Z1 Z2 Z3

Ground clearance range [mm] 100 – 150 140 – 210 170 – 250

Table 6.2: Interoperability by power class

VA

WPT1 WPT2 WPT3 WPT4

GA

WPT1 Required Required Required –

WPT2 Required Required Required –

WPT3 Required Required Required –

WPT4 – – – Required

Table 6.3: Compatibility between Z-classes

VA

Z1 Z2 Z3

GA

Z1 Required N/A N/A

Z2 Required Required N/A

Z3 Required Required Required

能が保証されていることを指す。電気自動車向けWPTでは公共の駐車場などに設置され，不特定の車両に対

して給電を行うケースが存在する。不特定の車両には様々な受電システムが搭載されているため相互運用性

を確保することがWPTシステムの普及において重要な要素となる。本規格のなかでは，送電システムのこと

を GA(Ground assembly)，受電システムのことを VA(Vehicle assenbly)としているため，本章でもこの命名に

従う。

規格において，異なる電力クラスに適合したシステムの同士の相互運用性について Table 6.2と Table 6.3の

ように定義されている。これは，異なる電力クラスに適合したシステム同士の給電も行えるようにしなければ

ならないことを意味している。また，GAシステムはすべてのギャップクラスに対応した VAに対して給電を

行えなければならない。

6.2.3 各種制約

上記で説明した電力クラスに対応したシステムを設計する際，電源や送受電コイルには制約が存在する。

J2954では具体的システム構成が数値例とともに示されている。そこには，電源の電流制約や電圧制約例も明

示されている。

6.3 電力等高線を利用した給電要件充足判定

ここでは，5.2.3で提案した評価方法を電気自動車向け世界標準規格である SAE J2954で示されているシス

テムに対して適用する。
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Fig. 6.1: Equivalent circuit of WPT1.
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Fig. 6.2: Self-inductance and coupling map. Ground clearance is minimum.

6.3.1 単一送受電システムの評価

位置ずれと結合係数の関係

Fig. 6.2と Fig. 6.3には送受電コイルの中心位置からの位置ずれと結合係数及び自己インダクタンスの関係

を，GCが最小の場合と最大の場合のそれぞれについて示した。この結合係数は SAE J2954に記載されている

Fig. 6.1の 3.3kWのコイルモデルから磁界解析により求めている。

このように，結合係数と自己インダクタンスは送受電コイルの位置関係によって変化する。

負荷条件の検討

規格内では 280V - 420Vの負荷電圧に対して定格電力までの電力を送電できなければならない。システムの

規格準拠性を検証する場合，Fig. 6.4の左に示したような，電力と電圧の平面上の条件をすべて検証する必要

があり，手間がかかる。そこで，解析条件を工夫する。

解析において負荷を一度，直流等価抵抗に変換する。このとき，複数の電圧・電力の組み合わせに対して同

一の抵抗値が存在する。これは，Fig. 6.4の等高線に対応している。今回検討する規格では，電源電圧を伝送

電力に基づき制御できるため，ある負荷抵抗値に対して出力可能な最大の電力を評価することで，その電力よ

り小さい電力は電源電圧の調整により出力可能であると判断できる。つまり，Fig. 6.4に赤線と青線で示した

境界条件について評価することで，残りの電圧・電力の組み合わせを調べる必要がなくなる。
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Fig. 6.3: Self-inductance and coupling map. Ground clearance is maximum.
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Fig. 6.4: Area is to be investigated.

給電要件充足判定

以上の検討を踏まえると，負荷条件は次の 2つの状態がある。

1. 出力電力が一定で，負荷電圧が変化する領域，つまり，Fig. 6.4において水平な境界条件

2. 負荷電圧が一定で出力電力が変化する領域，つまり，Fig. 6.4の右図において電力が減少している領域

1.の領域については，5.2.3で説明した条件と全く同一であるため，そこでの議論が適用できる。一方で，2.

の領域では図示の手法を変更する必要がある。具体的には，1. で等高線を抜き出していたところをコンター

マップとし，Zre f 動作点を出力電力に応じた色で示す。最終的に，コンターマップと，Zre f 動作点の濃淡によ

り給電可否を判定できる。

Fig. 6.5には，5.2.3で検討したシステムに対する，2.の領域の給電可否判定マップを示す。負荷の要求する

電力に対応した Zre f の点に比べ，その位置における電力コンターマップの色が明るい場合，電源の供給できる

電力のほうが，負荷の要求電力よりも大きいことを示すため，給電要件を充足していると判断できる。
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Fig. 6.5: Contour of power map and Zre f of various output power.
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Fig. 6.6: Equivalent circuit of WPT2 described in SAE J2954.

6.3.2 可変素子が補償回路に含まれる場合

SAE J2954に記載されているWPT2には Fig. 6.6に示したように，補償回路に可変リアクタンスが利用され

ている例が存在する。このように，可変リアクタンスが存在する場合，電力関数も変化するため電力マップも

一定ではなくなる。本章での目的は給電が可能かどうかを判定することであるため，可変リアクタンスを調整

し変動範囲内のいずれかの位置で給電できれば良いと考える。したがって，各リアクタンス値に対する電力関

数を求め，それぞれの値を比較し最大の電力を選択することで電力マップを再定義できる。同様に Zre f 軌跡も

多変数の軌跡 Zre f (Lm,Rdc, Xvari)に拡張できる。

このとき，電力マップと Zre f 軌跡は独立であるため，可変素子が存在しない場合と同様に一つの複素イン

ピーダンス平面上で議論できる。

Fig. 6.7 には XGA が変化したときの定格給電可能領域の変化を示した。最終的に電力マップは，これらの

マップの和集合を取ることで得られる。ただし，計算に用いた数値を，Table 6.4に示す。

Fig. 6.8には解析例と解析結果の見方を示している。暗黒色の曲線で示されている円領域は，ある定格電力

の等高線を電力マップから取り出したものであり，この領域の内側に Zre f 軌跡が存在すれば定格電力の給電が
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Table 6.4: System specification

Name Value Name Value Name Value

Imax 28 Arms Vmax 450 Vrms f 85 kHz

L1nom 40 uH IL1−limit 80 Arms Vo 280 - 420 V

Po 7 kW θlimit 20 deg.

C1s 296.25 nF C1p 282.75 nF XGA 8-32 Ω

C2s 250 nF C2p 170 nF XVA -16- 10 Ω

XGA: 32 XGA: 22

XGA: 20XGA: 10

XGA: 8

Fig. 6.7: Available power area changes according to XGA.

可能である。一方で，領域の外にある動作条件では制約を満たした給電ができないと判断できる。また，図中

の複数の線分は異なる結合係数，および，負荷電圧状態に対応しており，×から○の線分は， XVA の変化に応

じた Zre f 軌跡である。×と○はそれぞれ， XVA が最大と最小に相当する。

ある XGA と XVA の組み合わせに対して定格電力が給電できれば要件を満たしている。つまり，線分のうち，

一部が定格給電可能領域の内部に存在することが，ある結合係数，負荷条件の組み合わせにおいて定格電力の

給電が可能であることの条件である。

6.3.3 電源周波数が変化する場合

　非接触給電システムの電源には周波数が調整可能なものがある。電源周波数が変化する場合，前節の内容

と異なり電力関数と Zre f 軌跡が同時に変化するそのため，給電可能領域の等高線をとりだし，Z軸方向に周波

数ごとの電力関数と Zre f 軌跡をプロットし，給電可能空間を作成し，Zre f 軌跡がその空間に含まれるかどうか

で判定できる。いずれかの周波数で動作できればよい場合，Zre f 軌跡が空間にかすめれば良い。

SAE J2954では，Fig. 6.1に示したシステムが電源周波数を変化させることを前提としている。そこで，対

象のシステムに対して，電源周波数を変化させたときの定格給電判定のマップ例を Fig. 6.9に示す。

この図の黒線は，各電源周波数における定格電力を給電できる定格給電領域の境界線に対応している。ま

た，電源周波数を規格で規定されている，81 – 90kHzの範囲で変化させ，それぞれの等高線を描画したのもで

ある。同様に，Zre f 軌跡も電源周波数に応じて変化し，Fig. 6.9(b)のようになる。このシステムでは，すべて
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O: X_va min.
X: X_va max.

X_gaでカバー可能な電力等高線
X_vaを変化させたときの
反射インピーダンス軌跡

動作不能条件

各線分は負荷電圧と
結合条件（位置関係）に対応する

Fig. 6.8: Example of power transmission evaluation of the system shown in Fig. 6.6

(b) 3D 𝑍𝑟𝑒𝑓 trajectory(a) 3D judgement map

Fig. 6.9: 3D judgement map with varying frequency.

の負荷条件に対応した Zre f 軌跡の一部が定格給電可能空間内に含まれているため，給電要件を充足していると

判定できる。

6.3.4 異なるシステム組み合わせにおける給電要件充足判定

異なるシステムの組み合わせ同士での給電要件の充足の判定を提案マップを利用することで，容易に実現可

能である。

提案給電マップを用いた複数システムの一斉定格給電可否評価

このシステムの 7kWにおける給電評価マップは Fig. 6.10となる。このマップには次の３つの VAシステム

の解析結果がまとめて載せてある。１．Fig. 5.3 の VA システム，2.Fig. 6.6 の VA のうち Z2 対応システム，
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Fig. 6.10: Evaluation map of the system before parameter modification.

3.Fig. 6.6の VAのうち Z3対応システム。

Fig. 6.10をみると，結合係数が大きい場合，つまり，送受電コイル同士の距離が近い場合，XVA の変化に対

応する各線分の一部が定格給電可能領域に入っているため，給電が可能な条件が存在すると判断できる。一方

で，Fig. 6.6の Z3クラスの結合係数最小条件における Zre f 軌跡がすべて定格給電可能領域外に存在すること

から，この条件では，定格電力を給電できないと判断できる。

また，Fig. 6.6 の Z2 クラスの送受電コイル同士が最も離れた結合係数が最小の条件について拡大した Fig.

6.11をみると，7kWの定格給電領域の外側に一部の Zre f 動作点が存在するため，定格給電を電流・電圧制約

を守りつつ実現することはできない条件が存在すると判断できる。

つまり，Fig. 5.3のシステムと Fig. 6.6のシステムは互換性が満たされていないと判断できる。

提案給電マップを用いた制約条件抵触推定

Fig. 6.11において，Zre f の点がいずれの領域にあるかで，違反する制約を推定できる。例えば，負荷電圧が

420Vに対応する線分は定格給電可能領域に一部が含まれているため，給電可能であるが，280Vでは給電不能

になると判断できる。また，負荷電圧 280Vで XVA が-12のとき，Zre f はおおよそ，(2,-5)に存在し，この領域

はコイル電流制約および，位相制約の違反領域に存在する。したがって，この動作点で給電を行うと，送電コ

イル電流の超過と電源の進相運転が発生すると推定できる。

Fig. 5.3の VAシステムの Zre f 動作点は，塗りつぶし円として Fig. 6.10に表示されている。ただし，次の 2

つの理由によって 5.2.3での解析と異なり定格給電領域に Zre f 動作点が含まれていない。1.定格電力を 7kW

としたこと，2.負荷電圧の変動範囲が 280 –420Vと広がったこと。

6.4 電力マップと Zre f 軌跡に基づく手動での補償回路調整

5.2.8では回路設計をはじめから行う場合の手法について示した。一方，既存のシステムに対して，電力マッ

プを作成し，その電力マップに基づき複数システム間の互換性を確保できるような補償回路を直感的に修正す

る事もできる。

検討対象のシステムとして，Fig. 6.12に示した 7kWシステムでの調整例を示す。
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O: X_va min. -12
X: X_va max. 14
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コイル電流制約

位相制約

Fig. 6.11: Zoomed evaluation map of minimum coupling condition of Z2 class with limitation lines.
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Fig. 6.12: Equivalent circuit of different combination of the WPT system.

このシステムは，GAシステムと VAシステムが異なる設計者によって設計されたものである。GAの回路

は，5.2.3で検討したシステムに対応している。このシステムは，SAE J2954におけるWPT2相当の回路であ

り，VAのシステムは Fig. 6.6に示したようにWPT2相当の回路である。各パラメタは Table 6.5である。今回

は実験検証まで行う。VAの実機は Z2と Z3相当のシステム２つである。以下の検討では，特に給電電力一定

で，負荷電圧が変化する場合を検討する。これは，給電時間に占める割合が多い負荷条件のためである。

6.4.1 補償回路の調整

以上を踏まえ，給電がすべての条件で可能となるようにパラメータの修正を行う。このとき，制約条件は変

更しない。今回は，すでに設計されたシステムに対して補償回路の調整を行うため，調整の容易さを考慮し，
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Table 6.5: System specification

Name Value Name Value Name Value

Imax 60 Arms Vmax 495 Vrms f 85 kHz

L1nom 128 uH IL1−limit 43 Arms Vo 280 - 420 V

Po 7 kW θlimit 0 deg.

L1s 12.5 µH C1s 64.00 nF C1p 222.48 nF

L2s 9.65 µH C2p 80.19 nF

C2s(Z2) 250 nF C2p(Z2) 170 nF XVA(Z952) -12-14 Ω

C2s(Z3) 310 nF C2p(Z3) 170 nF XVA(Z3) -16-10 Ω

(a) Original (b) Modified (Receiver side)

Fig. 6.13: Results of receiver side modification of parameters.

コンデンサの値のみを変更することとする。したがって，Fig. 6.6で調整可能なのは C2s と C2p の 2つとした。

具体的な設計の手順は以下の通りである。

受電回路の補償回路調整

Zre f 軌跡の実部が送電コイル電流の制約から求まる (5.8)より大きいことが条件となる。Zre f を大きくする

ためには，(3.8)より Zs を小さくする必要がある。Zs は受電回路の合成インピーダンスであり，T型補償回路

では (4.11)と表される。Zs の絶対値を小さくするには，次の２つの方法がある。１．Zs のリアクタンス成分

を 0に近づける。２．Zs の実部を小さくする。まず，前者の条件を考慮する。設計対象回路の Zs リアクタン

ス成分を X4 で調整し条件を満たす X4 があるかを確認する。今回の回路では，Fig. 6.13に示したように，C2s

の調整のみで低結合係数領域での Zre f 軌跡が定格給電領域内へ移動する。

この調整のみで対応できない場合，後者の方法を実行する。(4.12)から X5, X6 を調整することで Rs を小さ

くし，Zre f の実部を大きくすることができる。

送電回路の補償回路調整

受電側回路の調整によって，結合係数が最小の条件で Zre f の実部が，コイル電流制約を満たす値となった

ら，修正後の Zre f 軌跡を再描画する。この段階で定格給電領域に含まれていない Zre f 動作点条件に基づき，定
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Fig. 6.14: Power map of Fig. 5.3.

格給電領域の調整を行う。

電圧制約と電流制約に対応する電力等高線の半径は (4.4)と (4.6)から，X1と X2 によって決まるため，この

２つの変数を調整する。電流制約に対応する円は，X2 の絶対値を大きくすることで広げられる。一方，電圧

制約に対応する円では，X2/(X1 + X2)の絶対値が小さくなるように調整することで円の半径を広げることがで

きる。

Fig. 6.13から，C2s の調整により定格給電が可能なことがわかる。一方で，Fig. 6.14に示したように，Fig.

5.3では結合が強くかつ，負荷電圧の低い条件で電力等高線の外側に動作点が存在し定格給電ができていない。

そこで，この動作点が含まれるように電力等高線を調整する。

今回設計の調整する送電側システムの補償回路ははしご型回路であり，4.3.4で説明した Y-Δ変換を用いて

85kHzでの初期設計された X1, X2, X3 をそれぞれ求めると，17.35，-9.15，22.1となる。それぞれの円の半径

を広げるために，X2 の絶対値を大きくし，X2/(X1 + X2) の絶対値を小さくする。今回は定格給電可能領域に

加えたい Zre f 動作点が含まれるように X1，X2 を少しづつ変え，最終的に 24.4,-20.4に変更した。この変更に

よって，定格給電可能領域が Fig. 6.15のように広がった一方，初期の領域に比べ上方向に移動している。この

移動分を補正するため，X3 の調整による領域の平行移動を行う。4章で説明したとおり，X3 により電力等高線

はすべて Xre f 軸方向に平行移動する。したがって，今回の場合であれば，Xre f 軸負方向への移動であるため，

X3 を大きくすることで実現できる。

調整の結果，X1, X2, X3 は 24.4,-20.4,48となり，このときの給電評価マップを Fig. 6.16に示す。この結果を

見ると，すべての動作点が定格給電可能領域に含まれていることが読み取れる。この状態であれば互換性が確

保できていると予想できる。また，もとのはしご型補償回路構成を実現できる補償素子の値はいくつかの候補

が存在する。しかし，今回はインダクタの値は変更しないという前提を設けることで一意に決定できる。この

条件下で求めた修正後それぞれの値を，Table 6.6に示す。

以上のことから，提案設計法により初期設計のシステムよりも定格給電可能な領域が拡大できた。さらに，

調整したパラメタはコンデンサの値のみであり，容易な変更が可能といえる。
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Fig. 6.15: Shift of contour line caused by parameter modification of transmitter side.

Table 6.6: Parameter modification result

Name Original value Modified value

C1s 64.00 nF 39.33 nF

C1p 222.48 nF 664.45 nF

C2p 80.19 nF 215.52 nF

C2s(Z2) 250 nF 270 nF

C2s(Z3) 310 nF 270 nF

6.4.2 補償回路調整による互換性改善実験結果

6.4で導出した補償回路調整を行い，互換性性能改善の実験結果を以下に示す。以下の実験では Fig. 5.3の

GAシステムと Fig. 6.6の VAシステムの互換性の変化を調整前後で調べた。

調整前の給電実験の結果を Fig. 6.17 に示した。これは，結合係数が最小と最大のときに XVA を変化させ，

その時の電圧電流値をプロットしたものである。これを見ると，6.3.4で予想したように，結合係数が小さくか

つ負荷電圧が小さい時，送電コイル電流の制約条件に違反している。さらに，負荷電圧 420Vで結合係数が最

小のとき，XVA が小さいところでは給電が可能なことが予測されていた。実験結果はこれに一致し，XVA が大

きくなるにつれ電源電流が増加し，制約条件に違反している。

一方，結合係数が大きい場合，XVA が小さいときに電圧制約に違反することが予想されている。実験結果で

は，XVA が小さくなるにつれて，電源電圧が上昇し，制約条件を超えていることが読み取れる。負荷電圧 420V
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Fig. 6.16: Evaluation map of the system after parameter modification.

(b) 420 V(a) 280 V

Constraint violation

Fig. 6.17: Experimental results of interoperability test of WPT2 system before the modification.

のとき，XVA 最小値でちょうど境界線上に Zre f があるが，実験結果でもちょうど制約の電源電圧と一致して

いる。

次に，パラメタを調整したあとに行った実験結果を示す。本実験は装置の都合によりデータ点が少ないため，

実験結果を制約条件を満たしていれば○，満たしていなければ×として Table 6.7にまとめた。これをみると，

修正前は結合係数が小さく，負荷電圧が低いところで制約を満たせていなかった給電が修正後は規定通りでき

ていることが確認できた。

以上の結果から，本設計手法の有効性が確認できる。また，XVA のような可変素子が存在する場合でも，本

解析手法が有効なことも確認された。
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Table 6.7: Experimental results of interoperability test of WPT2 system after the modification.

𝑋𝑉𝐴

max. min.

Coupling

min. max. min. max.

𝑉𝑜𝑢𝑡

constraints min. max. min. max. min. max. min. max.

source voltage - × ○ ○ ○ ○ × ×

source current - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

coil current - ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

𝑅𝑟𝑒𝑓

𝑋𝑟𝑒𝑓

𝑆𝑟𝑒𝑓

𝑍𝑟𝑒𝑓
𝑡𝑟𝑎𝑗𝑒𝑐𝑡𝑜𝑟𝑦

Fig. 6.18: Interoperability of the WPT system concept.

6.4.3 互換性確保のための設計指標

本手法を用いることで電力伝送特性に着目した，互換性を確保したシステムの設計指標の提示が可能である。

本手法は送電側と受電側の特性を分離して表示している。したがって，Fig. 6.18のように送電側と受電側それ

ぞれに規定電力を送ることのできる Zre f 領域を予め取り決めることで，設計自由度を確保しつつ互換性を担保

した回路設計が可能である。

例えば，送電側は緑の線分で囲われた領域を定格電力給電可能領域に含めるように補償回路を設計すれば良

い。一方，受電側は定格電力，負荷の条件に対して規定の緑線分で囲われた領域に Zre f 軌跡が収まるような補

償回路設計を行えば良い。送電側と受電側がそれぞれ，緑の領域に対して設計を行うことで，最終的に完成し

たシステムは決められた条件に対して定格電力の給電が可能であることが 5.2.3から担保される。

6.5 まとめ

本章では，5章で提案した補償回路の評価手法を自動車向け非接触給電の国際規格である SAE J2954に適用

し，本手法の有効性を検証した。実際のWPTシステムのパラメタを利用し，定格給電可能領域を描画するこ
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とで，給電可能な条件や給電不能な条件とその理由が視覚的に判定可能であることを示した。さらに，給電互

換性が確保されていなかった組み合わせに対しても，補償回路のパラメタを調整することで定格電力の給電が

できるようになることを具体的数値例を用いて示した。
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Chapter 7

結論

7.1 本研究の成果

第 1章は序論として,非接触電力伝送技術，特に電気自動車への非接触給電技術の，これまでの世界の研究

開発経緯とを概観し，先行研究の問題点を主に補償回路の観点からまとめた。そして，設計自由度を大きくす

るため，あえて共振条件を満たさない回路における保証回路の設計方法を系統化する，という本論文の目的を

示した。

第 2章では，非接触給電における補償回路条件と設計の現状と課題として，WPT技術の現状と抱える課題，

特に補償回路設計の重要性を具体的に述べた。設計の難易度を，入出力制御および，共振条件の有無から整理

した。そして，製品として設計する際に考慮すべき，電源や送受電コイルの電流制約と互換性の課題を整理し

具体的に記述した。

第 3章では，非接触給電システムの送受電分割による電力伝送特性の可視化として，まずWPTSを送電側と

受電側に分割して解析する手法，及びその結果の可視化法を提案した。この分割解析により，送電側と受電側

の補償回路の電力伝送特性を個別に議論し，考えられる様々な組み合わせの補償回路を統一的に議論すること

が可能となった。さらに，分割解析結果を複素インピーダンス平面上で可視化することで，実用的な制約条件

を含めた補償回路が持つ電力伝送特性の推定を可能とした。これらの可視化マップにより，従来の共振回路，

および共振条件を満たさない補償回路のもつ出力電力特性を，統一的かつ直感的な理解を可能とした。

第 4章では，第 3章で求めた可視化マップを設計に有効に利用するために，はしご型補償回路の電力伝送特

性の幾何的特徴を解析し体系的に理解する例を記述した。理論的な簡便性のために，負荷以外の抵抗が無視で

きると仮定し，その場合の電力とインピーダンスの関係を論じ，円と直線の方程式を導出した。これにより，

複数の円を描くことで可視化マップを作図し，手動で電力特性を導くことができる。

第 5章では，実用的制約を考慮した補償回路設計論として，ここまで示した送受電分割解析と幾何学的特徴

を利用した実用的制約を満たす，定格電力給電可能な補償回路の系統的設計方法をまとめた。すなわち，実用

的制約としては，電源の電流電圧及び電流位相，送受電コイルの電流を扱う。まず，これらの制約を指定された

パラメタ変動範囲で満たすような補償回路を設計を提案した。提案設計法では，送受電分割解析に基づき，受

電回路→送電回路の手順で設計を行う。また，幾何的特徴を利用し，素早く定格給電時に制約条件が充足され

ているか否かを判定した。本設計法を用いた回路の数値計算結果から，電流制約と給電力率にトレードオフの

関係があることが示された。さらに，幾何的特徴と可視化マップを利用し，手動で補償回路の調整を行う方法

を示した。次に，電力動揺平滑化のための補償回路設計として，送受電分割解析と幾何的特徴に基づいて，結

合係数変動に対する電力動揺を抑制する補償回路設計手順を提案した。結合変動が大きいときの電力設計を，

幾何学の問題として再解釈し煩雑な数式計算を回避することで実務的に容易にし，また，あえて共振条件を仮

定しないことで，先行研究で提案されてきた手法に比べ，より優れた電力平滑化を達成できることを示した。
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第 6章では，SAEJ2954に基づく EV用静止中非接触給電システムの給電評価と互換性設計として，実際の

EV向け静止中給電の標準技術規格である SAE J2954を扱い，提案設計法の適用例を示した。本規格では異な

るシステム間での給電評価が必要であり，送受電の回路には多くの組み合わせが想定される。そこで，提案し

た送受電分割解析と可視化の簡易性を有効活用し，給電評価結果を分かりやすく提示した。さらに，互換性の

ないシステム同士の回路を，可視化マップを利用し提案設計アルゴリズムに取り込むことで，給電互換性を担

保できる。この宮殿互換性を得られる回路設計法の有効性を具体的に示した。

以上要するに，本論文では，非接触給電システムにおける，補償回路の果たす役割について統一的に明らか

にし，新しい可視化方法を通して補償回路の設計を提案した。提案した解析手法と可視化手法を利用すること

で，従来個別に検討されていた補償回路を，電力に関して連続的および網羅的に扱うことが可能になる。これ

により，共振を前提として議論されてきた補償回路の設計をより一般化し，電力特性の可視化を通して直感的

な補償回路設計ができるようになった。さらに，電気自動車向けの非接触給電システムを例に，互換性や相互

運用性などの実用的制約を考慮した回路の解析法と設計法を提示できた。これらの成果は，一般性の高い補償

回路の設計の指針を示すもので，今後の非接触給電技術の普及に資するものである。

7.2 今後の課題

ここでは，本論において残された課題および，拡張の方向性について述べる。

• 本解析では送受電コイルは 1対 1で結合していることを前提としていたが，複数の送受電コイルが存在

する場合への拡張が考えられる。

• 提案解析手法では基本波の電力に注目しているため，高調波を考慮した解析は難しい。したがって，イ
ンバータ駆動の下での漏洩磁界の影響を検討するためには本手法の時間高調波の影響をモデル化できる

拡張が必要である。

• 提案設計では，解析を行うときに抵抗値を 0に近似した。そのため，効率を陽に考慮した解析は難しい。

実用的に有益な解は得られるが，より汎用的な設計とするためには，設計の段階で，損失の計算を含む

モデル化など，効率を陽に議論できる方法論を導くことも重要となる。

• 提案手法によって得られる T型のリアクタンス補償回路は複数の実現方法が存在するため，素子として

の実現方法を工夫することでより高次の機能を補償回路に持たせることができると考えられる。

• 本設計手法では電流電圧の動的な制御の問題，過渡現象の取り扱いを明示的に考慮できていない。静止
中給電のような高速応答が必要とされない用途では問題はないが，走行中給電のような高速応答が必要

とされる用途では，電流・電圧制御の動的挙動の考慮が必要である。
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Appendix

A 受電側回路の解の探索アルゴリズム

A.1 Rs 条件を満たす X5，X6 候補の探索

まず，(5.22)を満たす X5, X6 の組を見つける．

(4.12) より，Rs の大きさを決めるのは Zac, X5, X6 であり，今回は特に Zac = Rac である．負荷の条件

Rac ∈ [Rac−min,Rac−max]に対して Rs(Rac) ∈ [Rs−min,Rs−max]となるような X5, X6 を探す.

(4.12)から Rs は Rac に対する関数として考えられる．ここで，Rs は X5 + X6, X5 に関して対称な関数となっ

ていることがわかる．したがって，次のような関数を考える．ここで，Xa = |X5 + X6|, Xb = |X5|である．

Rs(Rac) =
X2

bRac

R2
ac + X2

a
(A.1)

ある Xa, Xb が与えられた場合，これらの関数の概形は Fig. A.2の様になる．(5.22)を満たす Xa, Xb を見つける

ことで，Rs の対称性を利用し Fig. A.3に示したように残りの 3つの解を求めることができる．つまり，X5, X6

は (A.2)となる．

(X5, X6) = (Xb, Xa − Xb),(−Xb, Xa + Xb),
(Xb,−Xa − Xb), (−Xb,−Xa + Xb) (A.2)

X5, X6 が制約を満たす値であれば，その組を残す．これを最大の Xa である XaM まで続け (5.22)を満たす組を

すべて見つける．

𝑅𝑎𝑐−𝑚𝑖𝑛 𝑅𝑎𝑐

𝑅𝑠

𝑂 𝑅𝑎𝑐−𝑚𝑎𝑥

𝑅𝑎𝑐−𝑚𝑖𝑛 ≤ 𝑋𝑎 ≤ 𝑅𝑎𝑐−𝑚𝑎𝑥

𝑅𝑠−𝑚𝑎𝑥

𝑅𝑠−𝑚𝑖𝑛

𝑋𝑏𝑀 =
𝑅𝑠−𝑚𝑎𝑥
𝑅𝑠𝑀

𝑋𝑏𝑚 =
𝑅𝑠−𝑚𝑖𝑛
𝑅𝑠𝑚

𝑅𝑠𝑀
𝑅𝑠𝑚

Fig. A.1: Graph of Rs and X2p to Rac, or Rdc.
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𝑋𝑎 𝑅𝑎𝑐

𝑅𝑠
𝑋𝑏
2

2𝑋𝑎

𝑂

Fig. A.2: Graph of Rs to Rac, or Rdc.

次に，Rs(Rac) ∈ [Rs−min,Rs−max]を満たすかを調べる．Fig. A.2から Racの両端，もしくは極大値の Rac = |Xa|の
ときの Rs の値は最小または最大となる．

まず，Xa を固定し考える．Xb = 1のときの，Rs の最大値 RsM と最小値 Rsm を，Xa の値によって場合分け

した (A.3),(A.4)から求める．

RsM =


Rs(Rac−min) 0 ≤ |Xa| < Rac−min

X2
b

2|Xa|
Rac−min ≤ |Xa| ≤ Rac−max

Rs(Rac−max) Rac−max ≤ |Xa|

(A.3)

Rsm =


Rs(Rac−max) 0 ≤ |Xa| < Rac−geo

Rs(Rac−min) = Rs(Rac−max) |Xa| = Rac−geo

Rs(Rac−min) Rac−geo < |Xa|
(A.4)

ここで，Rac−geo =
√

Rac−minRac−max である．

次に，(5.22)を満たす Xbの範囲を求める．(A.1)より Rsは Xbの 2乗に比例するため，Rs−maxと RsM，Rs−min

と Rsm を比較することで，Rs ∈ [Rs−min,Rs−max]を満たす，Xb の絶対値の範囲を簡単に求められる．

Fig. A.1 に示したように Xb = 1 に対しての Rsm が Rs−min と異なるとき，Fig. A.1 の濃い緑線のように
√

Rs−min/Rsm で Rsm = Rs−min を満足する最小の Xb である Xbm を求められる．同様に Xb の最大値についても

淡緑線のように
√

Rs−max/RsM で RsM = Rs−max を満たすような XbM が求まる．

もし，Xbm ≤ XbM であれば，Rs ∈ [Rs−min,Rs−max]は Xbm ≤ Xb ≤ XbM のような Xb に対して満たされる．し

かし，Xbm > XbM であれば，Rs の最小条件を満たすように Xb を調整すると，RsM > Rs−max となるため，最初

に与えられた Xa に対して Rs の条件を満たす Xb は存在しない．

A.2 tan θ2worst 位相角を最小化する X4 の選択

tan θ2worst を最小化する，前段階で求めた X5, X6 の組と X4 を求める．

tan θ2worst の変動要因には負荷の変動に伴う部分と，∆L2 の位置依存性に伴う部分がある．前者は X2p の変

動として，後者は X4 の変動として現れ，この２つは独立している．そこで，最初に負荷変動に対して制約を

満たす X4nom を見つけ，次に ∆L2 の影響を最小化する．

∆L2 が存在するとき，(5.15)で近似するために仮定した Xs = 0の条件は満たされない．結果的に，|Zs| > Rs

となり，Rre f min > Rre f となる可能性がある．そこで，(5.23)のうち最も厳しい条件である Lm−min で，X5, X6 の

組に対して，負荷変動しても常に Rre f min ≤ Rre f となるような X4nom を考える．
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さらに，(5.23)を満たす X4nom のうち (5.24)を最小とする X4nom を X4 として選択する．(5.24)の Xs は ∆L2

による X4nom の変動を考慮し (A.5)で計算する．X2p

Xs(Rac) = X2p(Rac) + X4nom + ω∆L2 (A.5)

X2p(Rac) = X5

(
1 − (X5 + X6)X5

R2
ac + (X5 + X6)2

)
(A.6)
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B.1 与えられた X1, X2, X3 に対する定格給電可否判定

以下では，直接 S re f ⊂ S Po を検証する代わりに，S I , S V , S θ の幾何代数的特徴を利用し，それぞれの領域に

S re f が含まれていることを素早く確認することで定格給電可否を判定する．

以下では解析を幾何的に捉えやすくするために，X1，X2, X3 の代わりに Xd,　電流条件円の中心の Xre f座標

である X0Iとその半径 rI = R0I を利用する．ただし，Xd = X1 + X2 とする．

まず，S I が S re f を含むための条件を考える．X0I は (5.4)で計算できる．このとき，S I の境界円条件は (4.6)

で決まる．多角形 S re f を含む S I 円の最小半径は Fig. B.1のように Pi をそれぞれ円周上にもつ円の半径のう

ち最大のものであり，これを rI−min とする．つまり，rI−min は次の式で求められる．

rI−min = max
i∈(1,2,...,N)

ri (B.1)

ri =
R2

Pi
+ (XPi − X0I)2

2RPi

(B.2)
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Fig. B.2: Determination of the worst power factor.

また，X2 の絶対値が最大のとき，(5.4) から rI−max が決まる．したがって，S re f ⊂ S I となるためには，

rI ∈ [rI−min, rI−max]が必要条件となる．

次に，S re f ⊂ S V を検証する．S V も同様に円となるため，境界円の内側に，Pi が含まれていれているかを調

べる．ただし，Xd = 0の場合，S V は (5.1)となる．したがって，次の条件がすべての Pi について成り立てば

よい．
(RPi − rV )2 + (XPi − X0V )2 ≤ r2

V Xd , 0

RPi ≥
X2

2 Po

V2
max

Xd = 0
(B.3)

ここで，rV は (5.2),(5.4)から次の式で計算できる．

rV =
V2

max

X2
d I2

max
rI (B.4)

また，S I と S V の中心の Xre f 座標 X0V と X0I は (5.2)と (5.4)より (B.5)の関係がある．

X0V − X0I =
X2

2

Xd
(B.5)

最後に，S re f ⊂ S θ を評価する．位相差 0の円は中心が ((X0I + X0V )/2, 0)で半径が |X0V − X0I |/2となる. し

たがって，(5.5)の条件は (B.6)と書き換えられる．

R2
Pi
+ (XPi − X0I/2 − X0V/2)2 ≥

X4
2

4X2
d

, Xd > 0

XPi ≤ −(tan θ)RPi + X0I +
X2

0I

X2
, Xd = 0

R2
Pi
+ (XPi − X0I/2 − X0V/2)2 ≤

X4
2

4X2
d

, Xd < 0

(B.6)

以上の条件を全て満たす X0I , Xd, rI が求まれば，対応する X1, X2, X3 の組も次の式で一意に決まる．

X1 = Xd − X2 (B.7)

X2 = ±
√

2rI Po

I2
max

(B.8)

X3 = −X0I − X2 (B.9)

B.2 最低力率 p fmin の計算

求まった X1, X2, X3 から回路方程式を解いて最低力率を計算すると，S re f に含まれるすべての Zre f に対して

計算をする必要がある．そこで，ここでは提案した等位相差円を用いて候補を絞ることで計算を簡潔に行う．
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等位相差円は (5.5)に示した領域の境界で与えられる．定格給電中に力率が最低となるのは，Zre f ∈ S re f の

要素において rθ が最大となるときである．したがって，等位相差円が S re f をすべて含むときの最小の rθ を求

めることで，(4.9)から p fmin が計算できる．また，rθ は Fig. B.2に示したように基本的な幾何計算から求める

ことができる．

等位相差円の中心の軌跡は Xre f = (X0I + X0V )/2上に存在するため，Pi を通る等位相差円の中心座標 Oθi は

次の式で計算できる．

Oθi

(
(X0I − XPi )(X0V − XPi )

2RPi

+
RPi

2
,

X0I + X0V

2

)
(B.10)

さて，Oθi の Rre f 要素は (4.9)より Rθ と等しくなるため，tan θi は次の式で求められる．

tan θi = −
2XdRθ

X2
2

(B.11)

よって最低力率は次の式で求まる．

p fmin = min
i∈1,2,...,N

 1√
1 + tan2 θi

 (B.12)
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